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- 1恥0年代におけるイギリス労働運動と労使関係

として，勞使関係の一方の担い手であり，実にこの ‘little  mester，と労働組合の間のきびしい対立 
(61)

の関係こそ，シ:c フィ一ルドにおける労使関係を悪名高からしめたのであり，その結果としておこ 

パらざるをえない陰惨な事故の頻発は，国家権力の介入を招く誘因となったのであった，

ところでこのlittle  m e ste rの下での特徴的な苦汗制度は， どのような構造をもっていたのかと 

いえば’ 機械の導入によって，郊外に達設された工場においては，いまや1 人の労働者にたいして 

1 人の徒弟という職業規則はくずれ，sm all, m e s te rたちは，任意の数の少年たちを雇用する。10 
才以下の少年であることもあるが，婦人労働者もまた，やすりエとして雇用される。食卓ナイフ製 

造 エ （table-knife h after)の場合, 多ぐの社外エが大工場において雇われている。それはつぎめよう、 

..な事情によっている。これらの小親方の社外エ（little mtister outworker). .は，锻えられた欽*板をみ 

ずから買い入れ, これを研ぎに出し， 1 人ないし2 人の男子もしくは婦人の助手をもって柄をつけ 

る。彼らは，その商品の販売については危険を負担せず，これを大製造業者に売る。後者は，安売、 

りされる危険を冒すよりは，むしろ彼らを雇うことを望ましいと考えるようになるのである。だが 

以上のよう丨こ，' 工場制度のなかに'完全に包摂されているlittle  m e s t e rにたい.して，.企業にたいし 

て独立のm e ste rは，労働者をひとつのチームに編成し，仕事について会社と契約を結ぶことにト 

づて，ボス的な支配を獲得するところのtean i-m asterとしてのそれである。彼は, 労働者を雇い， 

道具を貸し与え，その他の諸費用を支払い，datal m a nといわれるチームの構成員にたいしては週. 
賃金を支払う。彼は36s〜他の純益を得，熟練労働者には2 5 sを支払い，他は大体， 18s〜20 s程 

度である。このようにしX little m e s te rは team -m asterとして熟練労働者を半熟練労働者の地位 

におしおとすのであって，労働組合員としての労働者の憤懣は，このようにして激成されざるをえ 

なぃ。 ’
このようにして，183 8年頃から4 0年にかけて，r a tte n in gは一般的な現象となり， 1854年ビな 

ると，非組合員の鋸研ぎエが命たれ，火薬による非組合員の爆破や手紙による脅迫が相つぎ，つ い ' 
に，鋸研ぎエ組合が，1853〜6 6年の•道大な暴力行為の責任を負わされ，これを契機としセ，労働磁 

合による「惡夢」 (nightmare)が宣伝され，組合運動は危機に直面したのであった。T U C Jは，こ 

のような状勢のなかで主として，シェフィールドおよびマンチヱスターを中心とする労丨動組合の自 

然発生的な運動の結聚として結成されたのである（未完八 *

注(61) Lloyd, ibid., p o .196-197*
(62) Lloyd, ibid., p. 205. • I

*— w  1 4  (630) —
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生 産 と 消 費 の 矛 盾 ( 3 )
' : , ぐ . . . . .  . . . - 」 . V

~ 一^恐慌論研究のために一

. • ’ . ノ . . . . . . . . . .  ■

井 村 喜 代 子

: は レ が き

序 章く生産と消費の矛盾〉にかんする基礎的考察 

第 1 章く生産と消費の矛盾〉と再生產表式論 "
第 1 節 『資本論J 第 2 部第3 篇の苒生産表式分析 （以上挪 9 年 12月号、

第 2 節 「均等的拡大再坐產j と r (生産力不変） I 部門の不均等的拡大」 ;
第 1 項字備的考察一単純再生産——
第2 項拡大苒生産の進展を規定す名諸条件 

第3 項 「均等的拡大再生産」 ノ

第 4 項 「(生産力不変） I 部門の木均等的拡大j の 構 造 、 ’ 似 上 1970年 1 月号）

第 5 項 「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」とその終焉の基本的把え方 

— 第 2 節の総括一 ：

第 3 節固定資本の塡補 . 蓄積部分の転態と「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大j (以上本月号) 
第 4 節有機的構成の高度化と（'(生産力不変） [ 部門の不均等的拡大』

第 5 節新生産部門の形成とK生産力不変）I 部門の不均等的拡大」

補 節 生 産 (建設)期間の長期性と商業資本の自立化の作用 （以上10月号予定）

亨 2 章諸資本間の競争と投資行動 ' '' (觸 年 5 月号， 6 月号〉

第 3 章信用と拡大再生産

第 4 章く生産と消費の矛盾 > の 展 開 — _•産業循環過湟の分析— _

. 第 2 節 「均等的拡大再生産」と 「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」（つづき）

' ' ： パ . 七 .
第 5 項 「(生産力不変) I 部門の不均等的拡大」 とその終焉の基本的把え方 :

  第 2 節 の 総 括 — -
. : . . ' . ■ , . ■ . ■ / ；. .

( 1 ) .第2 節では，F資本論』筹 2 部镇3 篇における拡大苒虫産表式分析が未解決のま*残した問 

題として，つぎの点を明らふr した。

まず, 姑大将生産において，あらゆる部門の生靡が消費と「煎応」関係をたもち，あらゆる部^
— 1 5  (631) 丁一



の生産が消費に結実していく関係にあるといえるのは「均等的拡大再生産」であるということを明

らかにしたうえで，社会的総資本の拡大再生産の構造のなかには，生産が消費との「照応」関係を

破って •消費との関速で'は 「過& - Jに拡大していく基盤ニ「(生金力木変）I 部門の不均等的拡大」の

基盤があるということを明らかとした。投下総資本拡大率( ^ - ± ^  = , 部 分 定 資 本 形 成
し K  総捭下資本

ただし前稿( 2 ) 5頌の注意参照) の上昇は， I F 部門を中心に• 「I 部門の不均等的拡大」を惹

起すること。この「I 部門の不均等的拡大」は， I 部門の不変資本の流通の特殊性を_ 盤として，促

進 •強化 •継続せ1 められていくこと。価格メカニズムは，この進展をチヱックし，•生產と消費の

「照応」関係をうみだす作用を一切しないばかりか，むしろ反対に， I 部門内部の市場を相互促進

的に拡大しつつ，r r 部門の不均等的拡大」を促進する作用をはたすこと。•••‘•■を明らかとした。

資本制生産は，資本の「無制限的j 価値増殖欲によって特徴づけられを上昇させる諸契機

を内包しているのであるから, そこでは再生産め拡大はかかる「I 部門の不均等的拡大」という構

造 （それはなお多くの前提のもとで把えられた • 基本的な構造をさ十にとどまるが） を も っ て 進 展 し て い く

と考えられる。資本制的拡大再生産は， あくまでもI 部門用生産手段を生産するI⑴部門を中心

としたI 部門の拡大を中軸に， I 部門の拡大に主導されつつ，「I 部門の不均等的拡大」としてす

すめられていくのである。 ’

消費は，かかる拡大再生産の進展により，r『蓄積』めあとについて，あるいは5'生産』の务とに

つい：̂」増大していくのであり，しかもそれはI 部門のf より低いテンポで増大するにすぎな

い。「I 部門の不均等的拡大」によるI 部門の投下資本= 生産能力の相対的比重の上昇は，「余剰生

産手段j の 「余剰率j を高め，ヨリ高い率のr均等的拡大再生産」へ移行する可能性を創出するも

のではあるが，資本制生産にはかかる移行をうみだすメカニズムは本来存在しない。

. . . : . . . . .
レーニンがつぎのようにいう時，そこでは，この「I 部門の不均等的拡大」の問題が注自され， 

「それに照成;した消費の発展なしに行われる社会の生産力の発展」としてすすむこの「I 部門の不

均等的拡大」こそが，資本制的拡大再生産の基本構造である(こ)とが強調されてい•るのである。
⑷

注（1 ) 拙 稿 r投資行動にかんするマルクス理論j ⑴ （『三田学会雑認』第 62巻第 5 号，1969年 5 月号）

( 2 ) レ一ニンr経済学的ロマン主義の特徴づけによせて』びレ一ニン全集』绾 2 卷，1 3 8頁）

( 3 ) 同上，1 4 3頁。

( 4 ) もっとも， レ一ニンでは，すでに前稿（1 )の第1 章第 1節 （補）で指摘したように，ここでとりあげている番積の 

進展による（生産力不変のもとでの）「I 部H の不均等的拡大j という問題と， いわゆるレ一ニン表式にしめされた• 
有機的借成高度化による r | 部f»jの優先的発展j の問逋とが， 緒 f cとりあげられ, 時には，混同祝されづづ， I 部門

. の不均等な拡大が語られている。

21谀 ，（往 5 ) の文には，段落もなくつぎの文がづづ分られる。

「周知のとおり，資本の発展法則は，不変資本が可逆資本よりもいっそう急速に壻大すること， すなわち，新たに形 

成される資本のますます多くの部分が,生產手段を製造す苓社会経済部門にむけられるということにある，レたがっ て， 

この部門は，消费资料を製造する部門よりも，必然的により急速に成長する。j (注5 と冋頁)'—~ •とれは/ 明らかfc彼 
5 ) とは興なる丨丨lj題である， . ， .
わが国の西生産論. ，恐慌論の研究史では， rそれに照応、した消背の発展なしに行われる社会の坐逾力の発肢」という 

レ一ニンの命翅は，もつばら， レーヒン表式O しめす「(有機的描成高庇化) I 部門の優先的発肢j の問題としてのみ

生産と消費の矛盾(3 )
「生産を拡大する（用語のガテゴリー的な意味では*■蓄積するふためには，まずはじめに生産手 

段を生産することが必要である。だが，そのためには，したがって，生1 産手段を製造する社会的生 

産部門の拡大が必要であり，労働者を:y 巡 が 必 要 で あ る が ，彼らは消費手段にたい 

したがって，哺費』は噹積 / のあとについて.
之を2 ^ 発展する。—— このととがどれほど奇妙に見えようとも，資本主義社会では，これ以̂ ; ' 
ではありえない'  したがつて，資本主義的生産のこれらニづの部門の発展においては,ぜひ> も均等 

がなければならないわけではなく，反対に，不均等こそが不可避的なのである。」（文中のァソガ一 

之は原著者による。以下同じ。） . (5) ■ ■— -
「••.…国内市場は，搬資料につきるものではなぐからもなりたっているのである。 ' 

これらの生產手段は特殊な生産物を構成じ“ 、るのであって，それのr実現』は，個人的消費には 

座 。したがって，蓄積が急速に行われれば行われるほど,個人的消費のためので 
費のための生産物をあたえる資本主義的生産-の 分 _，ますます強ぐ発展していくのである：

このように， 資本制生産のなかに， 「I 部門の不均等的拡大」を惹起し . 麵 • 持^ 4 しめてい 

く基盤がちり，この基盤のうえに資本制的拡大洱生産がr I 部門の不均等的拡大」として進展して 

いくからこそ，労働者の「狭隘なる消費制限」が存在するにもかかわらず，生産はある期間にわた 

って「無ふ丨服的」fc、大をつつけていくことがセきるのである。 「消！̂制限」のもとセ* 「消費制限J 
をか尤りみるととなしに• 「無制限的」拡大をとげる生産は，社会的総笋本の苒生産においては，

「I 部門の不均等的姑大」 $ いう内容を今っていくのであり， 冬のことによって，生産の「無 臟  

的」拡大は，資本の本性• 無限の価値増殖欲というかぎりでは理解できない•加速性と持続性を与 

えられるのである。以土のことから，「I 部門の不均等的拡大」は，〈生産と消“ “ 開の 

的構造ということができるのである。

ここで，: レーニンの上の強調が， r ……f 亭扣よび生産は消費に照応しなければならず, そうず、

に注意すべきであろう。（文中の學亭は井村，以下同じ。) . . • - • • .

■ ■ -  : . . . . . . . .  ：. . . .  ' '
⑵ 第 2 節は以上？点を明らかにしたものとはいえ，そとでの分析がつぎのような諸提のもと 

での分析であり，そのような抽象的な論理段階に-よる制約をもっていることを見落してはならない。 ;
すでに指摘したように，第 2 節では， i：(v + m v + m k )ニn (e + m c )とし十しめされる•いわゆる 

部門間均衡が保たれているという麵をおいて， .「I 部門の不均等纖太」の構造を明らかにして 

いる。部門間均衡（• 不均衡) という問題と，生産と消費との「照応」（• 不 「照応消費ふの関

    — — —— ： —̂....... ____. . . . . . . .
' ，えられ，ここでみられるレ-**=*'ンの問題指摘にはほ’とんど注目がはらわれなかづた^ そしてまた, '  この■!"(生避カ不 
変） I 部門の不均等的拡大」の問題は，ほとんど論讓の対象とはならなかクた。 •ノぐ

しのことは，筆渚にとってはきわめて理解に苦しむことである。なお，この点についてはさらに第/!啼ゃくわ1 く费 

及する。 ロ

注（5 > レーニンf経済学的ロマン主義の特徵づけによせて』伽 頁 ， ’
( 6 ) 同上，141〜2 良

( 7 ) 间上，142 K

17 (633) —

•‘ . * : ' > ■ / . '



J l 寧—と 蓮 の 獲 — (3上

連 で 「過度」なる生産の蜞大）という問題とは, 論理的に明確にぼ別すべきものであっで，この点 

の不明確さが，従籴め論議に種々の混乱や曖昧さ:をもたらすこととなったと思われる。しだがって， 

第 2 節では，生産と消費の「照応」• r不照応」という問題を純粋に把えるため，いわゆる部門間均 

衡が維持されているという前提のもとで，生産と消費の「照応」す る 「均等的拡大再生産j と，生 

産が消費どの「照芯」関係を破って• 消費との関速では「過度j に拡大する「j 部門の不均等的拡 

大」の構造を明らがにしだのである。かかる前提をおぐことによって，いわゆる部門間不均衡の問 

題と， r I 部門の不均等的拡大」= 生産と消费の不，照応』の問題との決定的相異点を明確に:するこ 

とが肝耍であったし，同時にまた，それによって，この̂ 「I 部門の不均等的拡大」が,いわゆる部 

門間均衡を保ちっつ• 進展していきうること, 価格メ力ご- ズムはこのr不均等的拡大」を抑制し• 
生産と消費の「照応j _ 係をうみだすような作用は一切しないこと，を明確にする必要があったの 

である。

ここで念のために洼薏するならば，本稿では，「，衡」• 「不均衡」という概金を，社会的総生産

物の諸転態における販売と購買の「均衡」. 「不均^ j としてのみ用いている。そして，かかる「均

衡」• 「不均衡j という概念と，生産と消費の「照応j . * 「f 照応」とぃう概念（「不照応j は生産が

消費との関連において「学度」であるとも表現している）.とを明確に区別している。 •
マルクスでは，「均衡gleichgewichtj • 「不均衡」は， r資本論』第2 部第3 篇におけるように，

販売と購買の一致♦不一致としX 用V、られているだけではない。

「•••••*恐慌は，っねに，現存する諸矛盾の一時的な暴力的解決にすぎず，攪釓された均衡を瞬間

, 的に建設する暴力的爆発にすぎない。」，恐慌を通じてr均衡の恢復j が生じるという時，そこでの( 9 ) ( 10) "*■均衡J は単に販売と購買の一致. 不一致そのものではない。マルクスが，「均衡化はすべて遇然^
な z u fa ilig eものj で，「不断の過程によって均衡化されるj が， rこ*の過程は，この不均衡Dis-
proportionを絶えず• しばしば暴力的に均衡化しなければならなV、」というところには，「不断の過

程によって均衡化j される「不均衡」と，「暴力的に均衡化しなければならな^ . ( ' 不均衡」とが明

確に区別されていることが注0 される。

恐慌によって「暴力的に均衡化」されねばならない「不均衡」とはいかなるも(6であり，恐慌に

‘ よって実現する「均衡の恢復:！とはいかなるものであるのか—— これこそ，究明すべき終局的課題.
であるが， Cの考察において，「均衡J という概念を多様に用いることは不用な混乱をともなうと

思われるので，本稿では, 引用文や，諸見解の紹介• 批判における場合以外は，「均衡」を上のよ.

うに限定して用いることとした。 ' ■
• さらに第2 節では, 『資本論』の拡大再生産表式分析と同様, 社会的総生.處物の転態を媒介、f る
■ . , . . .  ■ . ,■ . ' ■. .
注（8> 「现契の均換[は，相互に転態される諸商品の価値額が等しいことを条件とする。」(K. Marx, Das Kapital, besdrgt 

vom M-E-L. Instil雄. MOskau, Bd. II. S, 500■丧谷部文雄訳r資本論』，哿木書席，II, 650頁)「均衡はただ，一方 

的諸購贸の価値額と一‘方的諸販売の価値額とがー致するという仮定のもとでのみ現存する(a. a. 0., S. 6 0 0 .訳，651 
… .'頁）. .

<9) K. Marx, Das Kapital, III, 2 7 7 ,訳，III, 361-2 頁》

(10) a. a. 0., S. 2 8 2 .訳，III, 368 ,
( 1 1 ) K. Marx, Theorien iiber d6n Mehrwert (Vierter Band des "Kapitals^X II, Marx/Engels, Wei-ke, Bd, 26-2, 

Dietz Verlftg, Berlin, 1967, S. 493.『剰余伽値学説史4 (マルクス=ェンゲルス全集, 火月措啟26-11, 665 •貞）
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貨幣の肺値どおりの「還流」ギ前提している。固定資本の塡補では，’ 各部H において年々，価値轸 

転部分一方的販売）とひとしいだけ，償却甚金の投卞（= 一方的購買= 現物更新gF+ 追加的固定資本 

形成c F )があること，他方各部門で現実に蓄讀される額（元一方的購買) は,つねにその牢度にうみ 

だされた剰余細値のうち蓄積盛金として積立てられる部分（= 一方的販売) にひとしいこと，を前提 

としている。 つまり， 第 2 節では，ノ次節でとりあげる問題を捨象して，「I 部門の不均等的拡大丄 

の構造- 生産と消费の不「照応」の構造一一を，純粋に把えたのであり，そのうえで，次節では, 
償却基金の穑立てと投下の運動, 蓄積菡金の積立てと投下の運動を考察し，そこに r I 部門tp不均 

等的拡大」が急激に促進：強化せレめられる基盤があることを明らかにしょうとするのである。

それゆえ，寧 2 節では/ 「I 部の不均等的拡大 j の進展といっても, . それはI 部門の m A ，t  
c F の大いさによって限界づけられ，その範囲内でのみ進展することとなって，いる••（この論理的限定

にょる限界は，第 3 節で明らかとなる。） ,
, '* ' ■

以上のょうな諸前提をおいているため，も、しI 部門の資本が辱 を徐々にヒ昇せしめ.ていぐ 

とするならば，r I 部門の不均等的拡大j が無限に維続する表式を描ぐこともできる（ただし,
| の変化にょる部門間不均衡が生じるという問題は残るが）のである。このことは後に指摘する 

ツガンのょうな身解の生れる基礎をなすものである。し か が ら ，以上のょうな諸前提のもとで 

描かれる拡大再生産表式は，資本制的r I 部門の不均等的拡大」がかかる形ですすむということを 

じめすものではない。そQ ょうな姑大が無限に継続する表式を描くことができるからと.いっても，

それは以上のょうな諸前提ゆえのことであって，そのことが資本制生産における「I 部門の不均等 

的拡大」の無限の継続可能性をしめすわけでば決してない。 ン

第2 節の分析があぐまでもr I 部門の不均等的城大」の構学の分析にとどまるということを見落 

J してはならない。 * ; .
. .  ; .

⑶ 第 2 節の分析は，以上のょうな論理段階にょる制約をもづているため， 「j 部門の不均等的 

拡大」の展開過程もその制約内においてしか把えられていないし，‘したがってまたそれは「I 部flfj 
の不均等的拡大」の終焉が余儀なくされる直接的原因やその過程を明示することもできない。

しかしながら，第 2 節では, : ,杣象的論理段階でその榣造を純粋に把えているために，かえって,
そ9 終焉の問題を考えるうえに注意すべき論点の所在を示瞬しているし，⑷でみるょうに,終焉の 

真の原因を明らかにしているといえる。

第 2 節の分析が，「I 部門の不均等的拡大j の終焉について示唆しているのはつぎの点である。

(イ） J 部門の不均等的拡大の進肢は，「余剰生産手段j の 「余剰率j 次年度に全体と

して拡大ずべき率I を年々上畀させていぐ9 Et部門が,前年摩の消费増大率にほぼ準じて拡大 

していぐとすれば, 年々「余剰率j の上畀していく「余剰生産手段j の過剩をきたさないためには，I 部 

門はD 部H ょりも高い^•斧維持していく  G とはもちろんのこと，その ^ * を上昇させてV、か
注 ( 1 2 ) 拙 稿 「拡大苒生座過程にかんする表式分析」（睃佑大学ビ経济学年報j 1 2 号，122〜3 肩）を参赠されたい。
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生産と消費の矛质 ( 3 )
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なければならない。 J
このごとは， I 部門がこのようなt を維持しつづけていくことによって，「余剰生産手段」を 

主導的に吸弓丨していくとするならば，その I 部門や拡大が，消費の状態• n 部門の生産の状態と比べ 

て，いかに「不均等」なものであり，いかに「過度」なものであったどしても, むしろそのI 部門の 

高い f に支えられて，全体としての拡大再生産は，生産物過剰をともなうことなしに進展して 

いくであろうということを意味するものである。

しかしながら，同時に以上のことは， I 部門がそのような # " を維持しなくなるならば， 

「余剰生産手段j の過剰が現われざるをえないということを意味するものでもある。しかも，こ 

こで生じる生産物生産手段）•の過剰が，社会的総生産における資本•労働の各生産部門への配 

分の誤りから生じる部分的不均衡•_ _ ~したがって価格メ力ニズムで均衡化されうる不均衡—— では 

決してないことを， 第 2 節の分析はしめしている》 ここでは， n 部門は消费需要と均衡してい 

るのであるから， この生產手段の過剰は， n 部門へヨリ少ない資本• 労働が配分され， I 部門へ 

ヨリ多くの資本• 労働が配分された_ことによって生じたものではないし, したがってまた資本•労 

働のn 部門への移動によって解消しうるものではないのである。この点さらにくわしく，⑷で言及 

する。 ’

なお，かかる生産手段の過剰という事態が端初的に生じるためには，I 部門の等の上昇がとま 

るだけでもよいわけであって，たとえ，I 部門の f  - がn 部門のそれを上廻る高水準であったとし 

ても，かかる事態は出現する。したがって，厳密にはI 部門の f の上昇の停止，またはその低 

下によるとすべきではあるが， 生産物過剰が{ の低下を惹起するには， ある程度の生産物 

過剰が出現することを要することも考慮にいれて，以下では単純化して， I 部門の f の低下に 

よるとのみ表現する。

以上めことは> I 部門を細分割してみれば，I 部門用生産手段を生産するi u ) 部内のf の低 

下によって， I 部門用生産手段の過剰が出現する問題として把えられる。

前稿⑵の第3 表をいま一度掲げて説明すると， 「I 部門の不均等的拡大」の構造は， I 部門用屯 

産手段を生産するI(i)F  ( I 部門用労働手段生産部門）とIa )r  ( I 部門用原材料生産部n ) の部門が不均等 

的拡大をとげ, これち1 (1 )部門内の内部転態—— I(i〉F ( f + r t i F )の自部門内転態，Id)F(rH -m r) と 

Id)r C f + m F )との相互転態，I(i)r ( r + m r )の自部門内転態一が相互促進的に拡大をっづけ，これ 

に主導されつつ全体としての再生産が拡大していくという構造であったが，その停止の問題は，こ 

の拡大を支える中枢であった1( 1 )部H の f 上昇ニI w 部門内の内部転態の累積的拡大が停止す 

ると,とによるI 部門用生座手段の過剰として把えられるのである。（I(i)部門のうち， I ( i)部間用生座 

手段としてのみ用いられる生産手段を生産する部門が存在する場合には, I(i) 部門用坐趦手段の過剰という现 

象形態をとる。） • ;

生産と消費の矛盾( 3 ) 里唐と] 肖费の矛盾( 3 )

第3 表 I 部門（細分割)の不変資本流通の特殊性

I(ii)F, I(n )rがそれぞれの生産物のすべてを，つぎの加工段階ナこる！！部門へ供給するところの迕回の一過程として特色 
4 けられるのに反し，IwF, I(i)r部門の特色は，決して迂回としては把えられなv、内部転態の部分(f+r+m F+m r)を 
ふくむということである。したがって，とれらは理論的には，もはやこれ以上紬分割できぬ部門であり，し/こがって，大 
勢としては，_I(i；)部fuj用也産手段（f+ r+ m F + m r)と切り部門用生産手段（V+mv+mk)-とが同じ使用価値そ'あるもの 
，を生産している部h と考えることが適当である。もちろん，一部に，IW 部鬥のみに固有な生産手段があり，それを生庐 

する生産部門があるが，問題考察のためには，上のように，I 部門に共通の生産手段を供給するI ( i ) 部門の存在を，n 
. . 部門にすべて9 生産物を供給するI (ii)部門と対比させて，把える必要が、ある。

I 部の不変資本流通の特殊性は，I(r)F部門と1(1)1• 部{,rjを中心fcJbらわれている。
 ̂ 承 ❖ \

I(i〉r 部門は, 各I 部Hに原材料(燃料ふくむ) を提供するもので，たとえば，鉄，石油（右油化学原料ふくむ)，右炭 

，電力等に代表させることができる（鉄，石油等の生産部Pjは，Icm r部門，あるいはざらにn 部門をかねているのであ恙 
_が，ここではこうした点は問わない。）

I(i)F部鬥は，各I 部門に労働手段を提供するもので，工作機械，各種座業機械，工場紐築等である。

- I( I)F部l"Jと1邮部門との間の（r + m r )と（f + m F )との交換は, 鉄鋼会社より機械‘ 速築会社への原料=鉄鋼製品 
の販売と，逆の関係における鈥_ 生途用の機械.工場の販売と考えればよい。

I<I)F部門の（f + mF) の丨纟丨部門内転態は，丨:5!企業の作った工作機械を用いる場合，機械会社と建築会社との間での建 
設機械と工場の売贤等を考えればよい。 .
秋が部門の（r + m r )の丨当部門内転態は，鉄鋼会社で自ら発生した屑鈥やガス等を利用したり, 石炭.石油を購入する 

場合，1S力会社で発電用石油を腿入したり，丨y ら発甯した電力をダム揚水に利用する場合等を考えればよい。

- ■ — ,
なお，念のために注意すれば, 上のような場合でも，表式の無原則的展開をすれば，生産物過剰は生じ 

ないとととなるが，かかる表式展開は大きな誤りである。简単化のため，I . n 部門分割で説明すると， 

上のように，’ I 部門のf の低下が生じたとしても，表式上において, I ( c + m c )の比重低下, I(v + m v
+ink> の比重上畀が生じたとし，他方n 部門におけるf  - が急上昇して， n(c+m c) が急増すると 

’ するならば，I(v  +  m v + m k )= U (c + m c )となる拡大再虫產表式が描きうるのである。

• しかしながら* とのような形で表式を展開することは，表式の無原則的利用ともいうべき大きな誤り 

をふくむものである。 ' .
上のような表式展開の意味するところは，I 部h の資本は^ • の低下にもかかわらず，それにかわ 

って資本家的消费m kを愈上拜させ、ること，他方，n 部門の資本は，前年の消赀の増加率よりもはるか 

iこ高い率で投下総资本を急;増せしめるとと. これらが同時に虫じたということ, であるが，かかる想定

• — '  2 1 (似^ )^ ------
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生遊と消费の矛盾（3)
は，資本制生座におぃ^:はあまりにも非現実的である*
資本刺生産にあっては，消費は独自に変動しうるものではなく，生座の変化によっセ燒制されたもO  

であり，f l部門はその生産物のすべてが直接消費‘される関係上，n 部門の生産能力の拡大は，生産:によ 

って規制される消費の動きによって規制される関係が強ぃ. したがって，一忠n 部門の生産能力は，前 

年の消費の墻大率f cほぼ準じて動くと想定するのが妥当で也ろう。—— もちちん，後にみるようにn 部 

門にあっても，資本家的競争のもとでは，生産能力の拡大が，消费朮場の枠をこえてすすむこと,があり 

うるけれども, このような状態は• それはそれでまた, I 部門の' ^ の上昇を刺戟‘促進すること

になるのであって，上© 表式展開のように• I 部門の# の低下とn 部門のf の急上昇とが同時 

に生じ，しかも*、I 部門め資本家が新投資に代って消費を急増させ，増加したIKcH-mc) の消費手段を 

すべて購貿してぃくとぃう想定は，きわめて非現実的なものである。

われわれは，上のような表式を描くことも可能であるとぃうことのなかに,すでに前稿⑵75頁で指摘 

レたように, 「I 部門の不均等的拡大j は, それを基礎にして，n 部門のを上昇させ，II部門の生産物 

の増大率の上界，消費め増加率の上昇をうみだす可能性をふくんでぃるとぃうことをよみとるとともに， 

資本制生産では，r I 部門の不均等的拡大」の基礎上にたって，消費そのものの増大率の上昇•それと対 

応したn 部門の生產能力の拡大率の上昇を実現してぃくことが不可館であること, したがって, そ.のよ. 
うな表式に描かれた道は不可能であり， I 部門のf の低下は生産手段の過剰をもたらさざるをえな 

ぃとぃうこ上をよみとらねばならなぃのである。

- . . • - 

(ロ） 第 2 節の示唆するのは，（イ)の点のみではなく，このI 部門の # の低下が，r I 部門の不均 

警呤埤枣」 化い^ 上で生じた場合におぃてのみ，それがI 部門におけるf の低下の急 

激な态波及を通じて，全体としての苒生産の拡大を停止.•反転させてぃく可能性が強ぃということ 

である。つまり， 「I 部門の不均等的拡大j . が深化し，社会全部門のうちでI 部門の投下総資本=  
生産能力ギしめる比重が大となってぃることが，再生産の拡大の停止.反転をうみだしてぃく基盤 

となるということである。

もっとも，ここではなお問題は抽象的にしか語られなぃ。個別諸資本の投資行動は, 
生産物め市場における需給関係のみではなく，ここでは考察してぃなぃ諸条件によって 

も規制されるので，一定の生産物の供給過剰が生じてもそれがただちに，またその程度 

に応じて， の低下をひき起すことにはならなぃからである。 ■
ただし，生産物の供給過剰が| の低下を促す作用をはたすことは明らかなので，ここ 

では，この作用のみに着目し，その作用が「I 部鬥の不均等的拡大」の深化した_ 礎上で生 

じた場合の特微を考察する。したがって，ここでの <̂ることは，全般的過剩坐產q 出現する 

過程の説明では決してなぃ。

細分割部門で考えると, I ( i )部n ( I ( i ) F と I ( i ) r部「3)では，その生産物の一▲部は，I(n) 部門へ供 

.給され，他の部分は1(1)部門内で内部転態されるのである。 それゆえに，1(1)部 門 の 普 の  

' 上界過程では, I ( i)部門内の諸部門間の内部転態部分 の̂相互促進的墦大に变えられて拡大がつづき,,
m—  22 (638) ———

て， 妙̂}ず
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生產と消費の矛盾( 3 )
1 (1 )部P1の拡大はI ( n )部門， n 部門， 消费の動向から相対的に独立していくことになるのではあ 

るが，しかしながら，ひとたびこの1 (1 )部門内での低下がはじまった時には，そこでは， 

I ( n ) 部門よりの生産手段需要がI d ) 部門の全市場のうちでどのような比重をしめているかといV  
ことが重要な意味を•もってあらわれてくることとなるのである。 卜

この場合, つぎのような関係が考慮にいれられている6 、

I w 部門内の一部の部門の • 低下によづてI(i>部門の生産物の過剰が生じた場合，それは生 

産物過剰の生じたi ( i ) 部門の f の低下一— 関連 I⑴部門の生産物過剰一—同部門や4 P -  o  
低 下 一 と い う 形 で , 1 ( 1)部門内の諸部丨1 に t 低下と生産物過剰を波及せしめていく可能 

性が強い。この波及は, t 低下がただちに関連1(1) 部門の供給過剰を意味するだけに急速にひろ 

がるし，しかも，労_ )手段においては，すでに f 上昇について強調したように, ' t の一定 

の変化は，耐久的な労働宇段生産部内の市璩に対してはとくに急激な変化をもたらすので，労働手 

段生産部門と.労働# 段用原材料生産部門を中枢とする1 (1 )部門内部で、の^•低下と生産物過剩  

との波及は加速度的なものどなる。 ■
これに反し， 端初の 1 (1 )部門内におけるt 低下のn 部門に及ぼす影響は，雇用拡大奉め低 

下一^ 消費増大率の低下一 ^消費手段の過剰という経路を経た間接的なものであるし，そこには労 

働手段を媒介とする波及のような加速度的作用はない。したがって，i w 部門内の一部に#■低 

下による供給過剰が生じたとしても，n 部門の f ，さらにばi ( n) 部 門 の が さ し あ た っ て •’ 
うける影響は，i (i) 部門内の諸部門のこうむる影響にぐらべてはるかに軽微であり，かつその影響 

は時期的に遅れるものと想定してよいであろう。

.かかる事情を考慮にいれるならば, i d ) 部門内の一部での低下が生じた場合，それが全体 

に波及して,いくかどうかが，i( i) 部門の不均等的拡大の深化の程度に依存しいることが明らかで 

ぁろぅ。 . '
« の率の r均等的拡大再生産」の進展途上の場合と， 「I 部門の不均等的拡大j の深化したある 

一時点とをとり， いずれにあってもI (e O 部門の規模が同じぐその | は《と仮定して，両者 

を比較してみる。両者においては，I ( i ) ( v + m v + m k )は同一規模で•がつ同じ増大率であるのに反 

し，I ( i ) 部門め投下総資本ぉ生産能力の社会全体にしめる比重は，後者の方k はるかに高.く，した 

がってまたI ( i )部門の生産物の量も，それが社会の総生産物にしめる比逭も，後者め方がはるかに 

大である。このことは，I ( i ) 部門の生産物全体のうちでI(i)(V + ntv+ ]m k)のしめる比重は，後者め 

方がはるかに低いということでも.ある。また，いいかえれば, 1 (1 )部門の生産物のうち， Id) 部門 

内の諸部門の維持および拡大のために利用されねばならない部分I(D(c+mc) O比重は，後者©方 

がはるかに高いということでもある。 へ‘
もし， r均等的拡大洱坐座」の進朕途上において, 何らかの理由で1 (1 )部門内の” 部で : ^ A
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低下が生じたとすると，それは関連1(り部れの生産物過剰をもたらすが，ここでは，I m 部內の坐 

産物市場全体のなかでI o n 部門よりの需要部分が高い比重をしめており# その需萝はいぜんびで 

増加しでいるのであり，このことは，I⑴部鬥内の一部で坐じたf 低下と生産物過剰が1(1)部 

P钠に波及していくのに対し，それをくいとめるいわば下支えの作用を果すこととかる

これに反し，「I 部門の不均等的拡大」が深化していればいるほど, そこでは，たとえI(u)部門より 

.の需耍かさしあたり同じ増•加率をしめしたとしても，それが部門の坐產物市場全体のなかでし 

める比重は上の場合に比してはるかに低いので，それがし、わば下支えとして作用する力ははるかに 

軽微である。そこでは，エ⑴部門内部のの低下を契 t幾として， の低下と関連I(i) 部門 

の生産物過剰の波及が急速かつ加速度的にすすむことになり，ここにI w 部門の生産物の大ぎな,部 

分が，IW 部門内の高い^ ■ に支えられた. 1 ^ 部門の内部転態に依存していたことが露呈する 

こととなろう。このような事態を通じて， i w 部門が I o n 部門にとって• n 部巧にとって，ひい 

ては消費の動向にとって， （ここでは， n 部門の市場，k w 部門の市場では需給一致を前提している）必 

要以上に，「過度j に拡張しており，そ の 「過度」なる拡張に支えられてI⑴部門の生産物が吸収 

されていっていたということが，一挙に露呈されるということができる。

そしC ,かかる Iw 部門内の^ 1• 低下の相互促進的波及が急速にすすめば, ’ 雇用— 消 費 を  

媒介としたn 部門への影響もョリ早く出現することとなり，これは，I (n )部門を通じて，1(1)部門 

こに影響し，i (i〕部門は軽微である下支えの作用をさらに一層失うようにかる. I

卜） 以上のように，第 2 節の分析は，「I 部門の不均等的拡大の終焉の問題を， g 本的にはj  
部門の f の低下との醜で把えられる問題であるとしているのであるが，これに対しては，活 

潑なる拡大再生産の終焉の問題はあくまでもI (v +  m v. f mk)> n(c.+  m c )の問題として把えるべ杏 

であるという反論が少なくないであろう。 ‘
しれについては，ここで問題としているのは，終焉の問題の把え方であって,終焉の生じる直接 

的原因ではないということをいま- 度はっきりざせたうえで， i ( v + m v：,-m k ) > n ( c + m c )の問題 

に注目しても， I 部門の f 低下の問題との対決のさけられないこと，—一 ][部門の I の動 

问との関係をぬきにし•て， I (v + m v + m k )> H (c + m c )のみに注 ]̂するとすれば， 毛れが単なる一 

時的 * 部分的不均衡に終る場合と，金体と.しての再生産の拡大の終焉の契機となる場合との差異が 

全く分らなくなるということ，を強調しなければならない。

第 2 節の分析は, . かかる差異の蜇耍なことを示唆していると思われる。

I (v + m v + m k )> n (c + m c )というととは，本来 I 部丨，におけるある一矩の |を • したがって 

またそれによって規定されたある一定の構成比をとったj (c+ mc) と j (v + mv十mk) を前提とし 

マ主じるものでぁる。 I "則の仄いかんによって，I ( c + m c )と I(v+ m v，+mk) の比率が职バ

— 24(帽 —  ’
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のであるから， I (v +  mv h m k )>  H (c -f m c )が生じるということは， もしI の が ヨ リ 高 く ， 

I (c + m c )の比重がヨリ高く，; I ( v + m y + m k )の比重がヨリ低いならば，I (v  +  m v + m k )> n (c + m c )  
も回避されるか•あるいは一時的なものとして終るであろう 'ことをふくんでいるのである。

細分割部門表式についてヨリくわしく説明すればつぎのようになる。このI ( v + m v + m k )> H (c  
+ m c )は， n 部門用生産手段生産部門の生産物の供給が， それに対するn 部門よりの需要を上廻 

り， n 部門用生産手段の過剰が生じること一一Idi} (c +  v + m )> n (c + m c )~ ~ - としてしめされる。■ 

これは，l o o 部門の -瓦7 の低下により，I⑴部門に対する I(U) 部門よりの需要の増如率低下か 

もたらす傾向が強、い。

ところで，加 部 門 は ， 生産物6 すべてをn 部門に供給するi ( n )部門とは異なり，生産物のす 

ベてを次の加工部門たる。⑴部門に提供するのではなくて， 生産物の一部を自部門の再生産の維 

持と拡大に利用するという特徴をもっている。 それゆえ， i ( I )部門の姑大はi (n)部門よりの需要 

の動向によ;って左右される面をもっているとはいえ，1(わ部門内の諸部門において相互促進的な内 

部転態の累進的拡大が展開すれば， そこでは, I ⑴部門の { ぼ 1 ( h )部門の動向から.は相対的 

•に独立して動きうるのである。そこでは，I W 部門(b生産物のうち，自部門内転態部分I (I)(C十me) 
の比重の上界，I o n 部門用生産手段となる部分I(j)(v+ m v +  m lO の比重の低下，が生じでいる„ 
それゆえ，上のような状態が展開しているかぎりでは， たとえ i ( n ) 部門の f の低下により， 

I d ) 部門への需要拡大率の低下が生じたとしても，それがきわめて急激なものでないかぎり，それ 

がただちにI⑴部門の生産物過剰をもたらすことにはならない。 かかる状態では， I(n)部門の蓄 

積基金がI W 部門へ投下されることさえ可能であろうし，1( 1 )部 門 の 高 い に 支 え ら れ て ，全 

体としての再生産か，.拡大せしめられていくのであるから，I(n )(c+ v  +  m) ニ n (c  +  m c )が回復し， 

いずれ I o n 部門の - ^ " の上昇も再開すると想定しうる。一 ~現実の「I 部門の不均等的拡大/' s. '
の進展途上では，かかる部門間不均衡が生じながらも，それが一時的•部分的なものとして処理さ 

れ，「I 部門の不均等的拡大j としての拡大再生産の進展がつづくことが少なくないであろう。

しかしながら，1 (1 )部門の f の上昇が鈍化してきた状態のもとでは，上と同じ程度の1(H)部 

門の需要拡大率の低下であっても，それは I ⑴部門の生産物の過剰を惹起するであろう。

そしてここでは，上のように，I ( n )部門の資本が，1(1 )部門へ移動することはもはや全く.不可能 

であるし，I⑴部門の高い f が支えとなって，全体としての西生産を拡大させていぐ力も鈍化 

してきており，しかもここで生じfこ1 (1 )部門の生産物過剰はさらに1(1>部門の f の低下をう 

みだす可能性をふくんゼいるので，1 (D )部鬥の生産物過剰が解消していく展塑も•ほとんどない。こ 

の意味で，ここでは，1(11)部門の生産物過剰が一時的. 部分的な、ものと終るごとはなく,これを契 

機に全体としての拡大•再生産の終焉の生じる可能性が強い。 • ‘
とのようビ，1(H)部門の钜產物過剰を契機に全体として拡大苒生産の終焉の生じる可能性の強さ

— 25 (641) —
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は，1(1) 部門内における内部転態め相互促進的拡大の鈍化しつつある程度いかんにかかわるのであ 

'づて，'この問題をぬきにしてI< n )(c+ v + ;m )> It(c  +  mcy t lC v + m v -l-m k y ^ lK c + ftu ;)が全体とi> 
て拡大再生産の終焉をもたらすことになるということはできないのである。

以上のことから，第 2 節 の 「I 部の不均等的拡大」の構造の考察に立却して， 「I 部門の木均 

等的拡大」の終焉の問題を何より.もまずI 部門の | の低卞によるものとじて把え， I 部門の

の動向に焦点をおいて，r I 部門の不均等的拡大j の展開^:終焉を考察していぐべきであると
' '' . . .  .

いう基本的方向が決して誤りではないとと，I (v  +  mv +  m k )> H (c + m c )の問題もI 部 鬥 の '^の  

動向との関速を明確にすることなしには正しく把えられないこと，が明らかであろう。

⑷最後に，第 2 節の分析からよみとるべき重要なことは， 「I 部M の不均# 的拡大」の展開の 

後に生じるその終焉の真の原因が，あくまでも資本制生產固有のく生産と消費め矛盾〉にあるとい 

うことである。第 2 節は，‘ 「I 部門の不均等的拡大j の終焉cp問題を『不均等的拡大j の深化しチこ 

基礎上でのI 部門の -| の低下との関速において把えるべきことをしめしでいるが，そのことは 

終焉め原因かI 部門のの低下そのものにあることを意味するものでは毛頭ない。

第 2 節でくり返し強調してきたように， r j 部門の不均等的拡大j は，従来よりもヨリ高い率で 

拡大する「均等的拡大苒生産」を行なうための基:礎を創出するという内容をもっており，その可能 

性をふくむものである。 .
事実，社会主義計画緙済では，消费手段の増大率の上舁を実現するためには，それに先だって， 

'一定期間にわたって， I 部門の生産能力を不均等に高い率で拡大させ，坐産李段を生產ずる能力を 

拡大させた後に，その菡礎にもとづいて，その後はI 部n の拡大率を低下させ, I 部門の拡大した 

生産能力によってn 部門用生産手段の生産増加率を上昇させ， n 部門への生産手段の供給増加率の 

上昇- 部門の生産能力の拡大率の上昇= 消費手段め供給増加率9 上昇を実现していくことになる。 

そこでは，’ 先行せるI 部門め不均等な拡大は，消费を増大させていくための物的基礎を創出するも 

のであった。また，そこでは，たとえもし，計画の誤差から， I 部門が必要以上に拡大したとしても， 

その後上のような変更を加えることによって，消赀手段の増加率を高めることができるのである。* 
しかしながら, 資本主義生産では， f I 部門の不均等的拡大j は,将来における消費の拡大を目的と 

して行なわれるわけではないし，また，独則こ妈大していったI 部H の坐摩能力にあわせて，消数 

の増加率を高め, n 部門の生.産能力を高めていくようにするメカニズムもそこには存在しないので 

ある。それゆえにとそ，「I 部門の不均等的拡大j のすすんだ後に，I 部 間 の の 低 下 が 生 じ る と ， 

それは生産手段の過剰と出現する他はないのである，

したがって，そこでの内容は， I 部門に:おいて，ヨリ高い増大率でn 部門用坐産手段を♦したが 

ってまたヨリ高い増大率で消費手段を•坐座•しうる驻礎が創出されたがゆえに， I 部門の坐産過剰*
— 20 ( 0 4 2 ) ------
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資本過剰が不可避的となったということになる。 ， ：.
しかもここで注目すべきことは，そこにおいて労働者大衆の消費欲望が決して充足してはいない 

ということである。 「I 部阅の不均等的拡大」の’進展を通じて, 労働者の雇用拡大•消費総額の增 

大がすすむとしても，そこにおいても労働者の欲望が充足しているわけでは決してない。労働渚の 

消費が狭隘な枠内に限定されているにもかかわ$ ず，消費手段を•消费手段用生産手段を生産する 

菡盤が拡大されすぎるために，生産の拡大が終焉していくというのがこの邏本的関係であるのであ 

って，そこには資本制生産における生産と消費の関連が端的に反映されているといえよう。

とこで，過剩生產と労働者の「消費制限」にかんするマルクスのつぎのような強調が想起される 

べきである。

「‘••…仮りに，国民のすべての成員が最も必要な欲望だけでもみたしたのちでなければ過剰也產

は起こりえないとしたら，ブルジ3 ア社会のこれまでの歴史において，一般的過剰生産はもとより

, 部分的過剰生産でさえも起こりえなかったであろう。」

「過剰生産という言葉はそれ自体誤りに陥りやす(い)。社会の大きな部分の最も切迫した欲望ぶ冬

たされていないかぎり， または彼らの最も直接的な欲塗しかみたされていなt 、かぎり, . 当然，

生産物の過剰生産一生産物の量がそれにたいする欲謂に比べて渦锻丨であるという意味での一 ■は

絶対に問題になりえない。逆に，資本主義的生座の基礎のうえではこの意味では絶えず過少に生脔

されている, と霄われなければならない„ 生産の限界は資本家たちの利潤であって. けっして/丨:席:
者たちの欲望ではない。丨 、
— — — — (14)

以上，「I 部門の不均等的拡大J の終焉の真の原因は（その直接的契機のいかんにかかわらず)， 

生産能力の拡大に「照応」して消豉を拡大させていく メカニズムのない資本制生產固有の矛盾にあ 

るということが明らかである。第 2 節の分析は, その論理段階による制約から， 「I 部門の不均#; 
的拡大」の終焉の直接的原因をしめすものではないが， 「不均等的拡大」の構造の分析を通じて， 

終焉の真の原因• 矛盾をしめしたのである。このことの認識は，今 後 「I 部門の不均等的拡大j の 

発展と終焉の過程を考察していく場合において，分析の基‘礎にすえなければならないものである。

. ■ -■ .
( 5 ) 以上のことは，搏生産表式分析をめぐる主要な争点であづたところの生産の消費からのr独

立j と • 消費による「制限」という問題に対する塞本的把え方をしめすことになる。この問题につ

いては第3 節以降でとりあげる問題も考慮しなければならないが, 站本的な把え方は，第 2 節の論

理段階でしめしうるし，以上の考察でしめされている。

ただし，多くめ諸論議が展開されてきた問題でもあ第2 節での筆者の見解は，従来の諸論識

と種々の相違点をもっているので，この論議に直接かかわりあう形で，いま一度筆畓の児解をしめ

注(13> K, Marx/ Mehrwert, II, S.  5 0 7 .訳，26-11, 684 H .  
(14) a, a, 0., S. 5 2 8 ,訳, 7i3 頁。 ’
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生 産 と消赀 の 矛 盾 ( 3 )
すとともに，（補）として，若干の論議をとりあげ批判することを通じて, 第 1 節の内容を補足す 

ることとしたい。

周知のように，マルクスはこの問題についてつ ‘ぎのようf e いう。

' 「……すでに見たごとく（第2 部第3 篇)，不変資本と不変資本との間にた免ざる流通が（加速され

た蓄積を度外視しても）行われるのであって，この流通は，個人的消費に参加しないかぎりにおい

て差しあたりzu n ach st個人的消費から独立するunabhjingig i s t が， やはり個人的消費によって

決定的に限界されでいるdefiftitiv begre放t  i的。けだ,し，不変資本の生産はそれ自身のために行わ

れるのではなく，個人的消費に入りこむ物を生産する生產諸部面でより多ぐの不変資本が使用され

るが故にのみ行われるからである。」 •
(15)

これは，生産の消費からの「独立」性と • 消費r よる「限定」性とをしめすものとして一般にひ

ろく引用されているのであるが， しかしながら，上の文章でも，「すでに見たごとくJ といわれる

『資本論』第 2 部第3 篇の分析でも， I 部門の生産が個人的消費から「差じあたり」「独立する」と

いう内容も充分明確ではないし,‘ とくにそのI 部門の生産が「やはり倜人的消費によって決定的に

限界されているj という点についてはヨリ多くの問題が残されていると思われる„
(16)

本稿第2 節をつらぬく問題意識は， 『資本論』第 2 部第3 篇の拡大苒生產表式分析では，この問 

題への充分なる解答が与えられていないということであり，第 2 節を通じてしめしたことは，つぎ 

のことであった。

すなわち， 生産の消喪からの「独立」性の基本的内容はあくまでも「(生産力不変） I 部門の不 

抅等的拡大」の構造におい1て把えるべきものであること，他方虫産の消費による「制限」性は，本項

注(15) K. Marx, Das Kapital, III, S. 3 3 6 .訳，III，435 頁。

( 1 6 ) 消数による「制限」については，とのマルクスの引用文の「けだし……j 以降の説明部分に不明確な点があるこど、 

を指摘しておかねばならない。.
「不変資本の生産はそれ由身のために行なわれるのではない」ということは，社会的総生產において,あらゆる生途 

は，それが溃極的には消费手段の生産に役立つというかぎりにおいて存在し，商品として生産されるという意味で容認 

される。

しかしながら「……不変資本の生産は……個人的消毀に入りこむ物を生産する生産諸部面でより多くの不変資本が使

' # 专杪今力/崎にやみ行われる……」ということは，不変資本の生産が「個人的消毀に入りこむ物を生産する也鹿諸部面j 
より相対的に独立して，個人的消撕こ入りこまなV、物の生産諸部商で「より多くの不変資本が使用されるが故にj 拡火 

しうることを否定しているかのようである点で，不明確である。

また， このことが， r不変資本の尘産J が個人的消赀によって制限されることの迎山としてあげられること匕も不明 

確さがある。これでは，「不変資本の生座j が，n 部門でより多くの不変資本が使川されるために必驳とされた以上に 

拡大したならば，そのことによって莳接「不変資本の生産」が制限されるという見解に通じる不明確さをもっていると 

思われる。

さらにまた，との引用文には「だがこれ〔不変資本の也鹿〕は，しばらくは觅込播瘐に刺激されて平稳に進行しうる

.................. J という文がつづき，商業資本の介在によって「外観的繁采j がつづくことが谱かれているので、あ り （a .a . O., S.
3 3 6 .訳 4 3 5 - 6 頁) ， とのことは, 上のこととあいまって，生座の「独立.）が生産の「迚設期間j やp友業資本の介在に 

よって交えられたものとみる一般的党解の誤謬め生れる原因となっていると忠われる。

もちろん，商業資本の介在等によって, 生座の「独立』が倍加されることは充分認めるし,それ咚後の袖節でとりfo 
げるが，何よりもまず)n•心なことは，生 趦 の 「独立j と消費による「制服」の站本的偶造を明_ こすることである。

, ゥ> ぃ， ^ 糾 ー ■ 〜. ぐ掩^«^一 ...................—
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生趦と消费の矛盾（3 )
⑵⑶でのべたような内容において• そのような内容のかぎりで把えるべきものであること，である。

従来一般には， i 部門の生産の「独立j を， I . n 部門の部門間不均衡が生じつつも•潜在化して 

いること (不均衡が，生産の迂回過程，毛るいは長期の「建設期間j , 商人資本の介在等によって潜在化して 

いること）として把え，この「独立j した拡大は（生産の迂回を経て，あるいは「建設期間」終了後に，） 

不可避的にI ( v + m v + m k ) > n ( c + m c )となって顕在化するとみなす傾向が強かった（この見解につ 

いての批判は，前稿⑵64〜7 頁)。したがって，このI ( v + m v + m k ) > n ( c + in c )を通じて生産が制限， 

されることをもって，個人的消費による「制限」とみる傾向が強かった。そこでは，消費者による 

「制限」は直接的な役割を演ずるものとみなされている。

しかしながら，生産の「独立」と消費による「制限」をかかる意味で把えるのは誤りである。

もちろん，「I 部門の不均等的拡大j の進展過程で，I ( y + m v + m k ) > n ( c + m c )が生じ，それを 

契機として全体としての生産が「制限」されることは認められるが, しかしそのことは， 「I 部門 

の不均等的拡大」の深化した基礎上で生じるゆえにこそ，、部門の f の鈍化傾向と相まって生 

じるゆえにこそ，全体としての生産の「制限」となるのである。

それゆえ，消費による「制限」七いうことは，生産の「制限」の真の原因が，生産能力の拡大に 

「照応」して消費が拡大していかないことにあるという意味一 一 ^ 產能力のf e大に「照応」して消费. 
が拡大していけばかかる事態は生じないという意味•一一で,:、そのかぎりで，理解しなければならな 

いのであって，消費による「制限」に，それ以上の直接的な意味をあたえることは誤りと思われる/

. (補）' , . »
周知のように, 生産の消費からの「独立」を完:全なものとみなし，消費による「制限』を全く西 

認するのはツガン• バラノフスキィであった。戦後わが国の研究は，ツガンをめぐる国際的論争の 

成果をふまえてはじめられたとはいえ，生産と消費との関速の把え方についてはいぜんとして不明 

確な点や誤りが残されており，その意味ではなお,ッガン的見解を克服する充分なる見解が確立さ 

れてこなかったといえよう。富塚戾三氏は，このような不充分さを克服し，ッガン的見解を論破し 

ようという観点から，西生産分析に一つの新しい視角を提示されたのであるが，そこにもなお種々 

の問題が残されている。現状における論譲の論点を示す意味で，ここでは，富塚氏の見解を，ッガ 

ンとの対比でとりあげ，論点を指摘することにしたい/
(ィ） ツガンはマルクスの拡大苒生産表式を修正した独自の表式展開を通じてつぎのようにいう。 

「資本主義経済全体を表式的に研究するならば，^■販路は社会的消費の大いさによって定まりはし 

ない。』といふ感‘論に必ず到達する。社会的生産は，単に消費物のみならずまた生產手段の中にも 

存する。もし機械が労働者に代るならば，当然消赀物の社会的需喪は減少する。’-^-けれどもその 

代りに生産手段の需翦が増加する。同様に，資本家の所得が資本家によって消費されずに資本に転 

化されるならば，消费物の需要の減少と，その代りに生逾手段9 増加とが起る。一般的法則として，

崔会脸虫座‘が釣合よく配分されてゐる場合には，消费の減退も消費物需要の減少も市場に於いて何
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ら需要に対する供給の過剰を惹起し得ないので表る„, •
こうして；ツガンは， 「生産手段の需要は，消赀物の需要が造り出すと同じ市場を造り出J すこ

とを強調しつつ，「消費物の需要J の役割を完全に無視して，問題はあくまでも「社会的生産の均

斉的配分J の不可能にあるとしていったのである。
(18) •

本文 28 頁のマルクスの引用文との関速でいえば，ッガンでは， I 部門の生産は完全に個人的消 

费から「独立J しており，個人的消费によっては全く「限界j づけられないことになり, 再生靡の 

掘大をはばむのはただ1'社会的生産の均斉的配分」の破壊のみである。

ッガンが，過少消费説と対立せる不比例説の代表的主張者といわれるゆえんである。

(なお，ツガンについては，彼が，消費が絶対的に減少するのほもちろん，労働者が‘ただ一人に 

なっても，部門間均衡さ.え保たれていれは4, なんち生産過剰は生じないとした<6で，:_ こ<6_こ.と■自体 
が論議の焦点になる場合が少なぐない。たしかに，ツガンの表式利用では，剰余価値率や有機的構 

成等が恣意的に導入され，そこからかかる推論が導き出されているので，その点も検討しなければ 

ならないが，しかし，ッガンめ主張の中心は* 消費が絶対的に辱4 、していってしまうことそれ自体 

ではなく， I 部門の生産が個人的消費から完全に「独立」しているということにあるのである。そ 

れゆえ‘ ここでもその点に焦点をおいて考察をする。〉

(口）富塚氏は, ッガン的見解の批判という問題意識をもって，生產部門の部門構與に着目され，す 

でに言及した1'均衡蓄積軌道Jの論理—— 「資本と生産の部門間への配分割合〔部門構成〕は所与の生 

產カ水準に照応するのでなければならず，生産力が不変の場合はその割合もまた原則とし、て不変で 

なければならなということ—— をげ実現j を制約する基本原則」として提示されたのである。

この「原則」に立脚して，富塚氏は「蓄積率は総生産物の的.素材的構成によって制約 

されることなく任意の大いさでありえ,蓄積率の変化に応じて寧門間への資本と生産の配分割合も 

寧(匕 て 均 衡 f 維持されうるとする見解は，結局のところ第I 部みのF自立的発展』は 

無限界であるとする見解（ッガン

びしく拒否される。1•均衡蓄積率j をこえる蓄積による不均衡が生已石時，

井村）に帰着せざるをえない。j として，かかる見解をき
(2 1)

…部門間資本移動に

よってやがて均衡が成立しうるとする立論を, 『実現j の一般法則に関する命題として容認すると

すれば，第n 部門が停滞ないしは縮少しても第I 部門の急速な拡張さえあれば『実現』の_難は生

じない（第 I 部門の自立的発展は無_ 界である）とするトゥガン流の見解を当然容認しなければな

らず，また『貯蓄率』が如何ほど犬であり『所得』に対する消費の割合が如何ほど小であっても,
その1■貯蓄』を埋合わすた‘けの r投資j さえあれば有効需要不足の問題は生じないとするゲインズ

的思考をも当然容認しなければならないであろう。だが， f■永久にヨリ多くp 工場を建設するがた

めの工場の建設j は，ただ経済学者の空想においてのみ可能であるにすぎない,」' ( 2 2 ) ,
しかしながらはたしてそうであろうか。そこには問題の混乱があると思う。

注（17) Tugan-Baranowsky, Studien zur Theorio und Geschichte dor Handelskrisen in England, 1901.
鍵本博訳r英国恐慌史論j 2 1 7頁• （ただし，訳は1913年の仏語版によるもので，理論&分の内容はかなり変更 

. されているe)
(18) f英国恐俊史論』2 2 1其。•

甯塚设三f恐慌論研究3 3 3見 
间上，333 K ,
同上，332〜 3 Ko
同上，110頁， •

30 {6 4 6 ) ------

(19)
(20) 
(21) 
(22)

生産と消費の矛盾( 3 )
① 「すべての生産の流れは最終消費財生産のそれへと結実しでゆくべきものであり」, との「生産 

と消費との連繁」の問題が，I(v + m v+m k)- n(c+m c)だけでは把えられないということは,全くそ 

の通りであるし，r生産と消費とb 連繁jの維持されている関係一一本稿でいう生産と消^ o 「照応」

'関係- 一*を，：「均衡蓄積軌道」（本稿の「均奪的城大搏生産」〖こあたる）にもとめる視角も正当であ 

る。この間題提起亡知いて富塚氏の功績が大であるととは，すでに指摘したとおりである，

… . . . . . . .

②しかしながら, ①の点を容認することは，決して，「蓄積率の变化に応じて部門間への資本

与生寧や齙兮割合も変化しそれによって均衡が嬢持されうる』とう見ふまでを拒杏することには
；. . . . 、• . . .

ならない。

論理的に，①の点を容認することと，上の見解を容認することとは，ふいいれないものでは決し 

てない• 両者は論理的に両立しうるというだけでゆなく，本稿第2 節で強調したように，資本制生 

産では* 生産が消費との「照応」関係を破って—— だが，「実現困難」をともなうことなく 一 拡 

大する「I 部門の不均等的拡大j を惹起し. 挺進• 継続する基盤があるのである。

それゆえ，ッガン批判において，富塚氏のように，旺盛な蓄積によるr生産財需要」の拡大に支 

えられて，均衡を維持しつつ•拡大再生産がすすみうるということそのものまでを杏定することは 

全ぐの誤りであって，われわれの「均等的祐;太再生産j の分析は，決してかかる拒杏に論扼をあた 

えるものではないのである。 ，

われわれ; ^ 「均等的拡大再生産」の分析を基礎として，ッガンビ対し•てまず批判すべきことは,’
ツガンが「生産財需要」の拡大に支えられた拡大再生産について，「均衡」が維持されるかどうかとい 

う点クみにしか着目しなかったということ，一 そこでは生産が消費との「照応j 関瘙を破って拡 

. 大しているというM連 • 矛盾， I 部門の拡大を基礎として消費を拡大せしめていく方向性をもたぬ 

. ままを‘ I 钝門の取木がすすんでレ、るという関連. 矛盾を全く無視しているということ一 "である。 

せ一ニンが，「トクガン-バラノフスキー_ 身はその著書のなかセ, 消費が縮小しながらも生產は 

増大するという可能性をしめす表式をあげている（そして実際に，資本主義のもとでは,このこと 

/ は可能だし，またおこっている)。ネこには過剰生産物がないにもかかわらず，そこに生產と消費 

.との务いだの矛盾があるC とを，はたして否定できるだろうか？」という時，レー；ンの批判は， 

この点にむいてい/■こといえる。 ?
このように, . 「I 部門の不均等的拡大丄样おける生産と消费の関連• 矛盾を指摘したうえで,か 

キる「不均等的拡大」の深化した棊礎上においてこそ，「不均衡」が単なる一時的. 部分的「不均 

衡」としてではなく現われるということを，したがって，ッガンのように, 単なる部門間「不均衡」 

一般に矛盾があるのではないということを，指摘すべきなのである。 .
.r : ，. . . . へ！. - '' '

③いま；̂つの問題。一一富塚氏ダs 「均衡J を保ちっっ*「1 部門の不均等的拡大」がすすみうる 

という見解を否定された兹礎には，かかる見解を容認すると，「第 I 部門のT 自立的苑展』は無眼界 

てふもる」というツガン的見解を容認することになるという考えがあるのであるが，しかしながら,
• 前表の見解を痗認するということと，それを「無眼界」であるとするッガン的見解を容認するとい 

うこととは，論理的には全く異なることである。富塚氏は，『永久にj か*どうかについては一切問 

われるごとなしに，1■永久にa  P多くの:t 場を建設するがための工場の建設j は r経済学者の空想j
注印) 同上，9 4直。 ，

( 2 4 ) レーニンrぺ♦ネジダーノフ氏への間答j (rレ. - ニン全集,,坊4巻，1 7 6 -7其〉
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生産と消費の矛盾( 3 )

であるとされているが，工場のための工場の建設が行なわれるのを容認することと，それが*■永久 

にj つづくのを容認することとは，峻別されるべきものである„
そして，ツガンが，この区別をすることができず，かかる拡大を「無限界」とみなしてしまった 

ことについては. それを「経済学者の空想j というだけでは全く不充分である。

われわれは，ツガンがかかる誤りに陥った基礎として，②で指摘しだ認識の欠落とともに，それ 

以上に，拡大再生産表式利用につぃての誤りを指摘しなければならなぃ。

ツガンはマルクス表式を修正した拡大两生産表式め展開にもとづいて，上述の鲜論を導きだした 

のであるが，その表式は本項⑵で指摘した諸前提と同じ前提をおくもので、あった。それゆえにこそ， 

そこでは， I 部門の资本が徐々にf を高めていくようにすれば，「無限界」に披大がつづく表 

式を描くこともセきたのであるンしかしながら，このように「無限界」に表式を描くことが可能で 

あるのは，その表式め諸前提ゆえのことであって，そのことは，資本制的拡大生産が，そのような 

前提のもとでの拡大を• しかも「無限界j にとげていくということを意味する'ものでは決:しでない。 

このような表式の諸前提による限定性を全く考慮にいれずに，表式上に描かれる掀矢の可能性をた 

だちに資本制的拡大洱生産の可能性とみなしたところに，ツガンの誤りの根源があったのであ 

、 このような前提をもった表式分析の論理段階でいぃうることは, I 部門の4 ^ が上昇をつづけ

ることが可能なかぎり，かかる不均等的拡大が可能であるが， I 部門のf が低下すれば，その 

拡大は不可能となるとぃうこと, . そしてまた，そこで拡大再生產の停止• 反転が生じるのは， 「I 
部門の不均等的拡大」の深化にもとづくものであり，その真め原因は，本項⑷でのべたように把え 

ねばならないということ，である。そして，この点におけるツガン批判は. 後の章にすすんでq  
部門の不均等的拡大j の現実的展開過程を考察し，かかる「不均等的拡大」が終焉を余儀なぐされ 

る現実的過程を積極的にしめすことを通じてヨリ明確にしてV、かねばならない。 '

H なお，富塚氏が，生産と消賢の連繫の間題に注目するあまり,部門構成不変の原則を主張さ 

れたのに対し，高須賀義博氏では，各部門の成長率の「自由度」の主張が前® にだされ，生産と消 

費の連繫の問題が全く欠落していってしまってぃるのが，対照的である。

• 高須賀氏は，ダダヤンの見解にもとづぃて，部P1間均衡条件を維持する範囲内で， 「余剰生産手 

段」の部門間配分比率= 各部門の成長率は「一定の選択範囲J をも'o とぃう「拡大苒生産の自由‘
度」の主! ！を前面に出し. それにもとづいて，「均等的拡大再生産j やさまざまなタイプの广不均 

等的発展」（I 部門の成長率がn 部N より高ぃ場合• 反対の場合，それらの成長率の乖離が年々拡 

大していく場合等）の可能性を並列的にあげられる。そこでは，ツガン的な拡大をもふくめて，さ 

. まざまな > イプの拡大の可能性が• その内容的検討を一切ぬきにして一一並列されてぃく。

注脚  ' 間饱信雄氏も最近の薪作で，従籴のツガン批半IJがぃずれも「的を射たものでない/ と，つぎのように批判される 

【ツガンの見解は，その強ぃ点も弱ぃ点も，それが同義反復（tautology)であるという点にある。ツガンは，その昆 

解を, マルクスの拡大西也産表式を用いての計算によってひき出した。々ルクスの苒生產表式は，也趦財. 消費財部門 

の商品が実現されていく条件を示したものであるから，この条件に厳密にしたがって資本制経済が進行するとすれば， 

生産財部門比率がきわめて萵かろうと，实现困難はないというのは自明のことである。そして，それはA ならばA とい 

うのと論迎的には等しぃ。……その弱ざとぃうのは，この同義反復の前提である諸条件**….•，•とすれば』を正_にし 

らべあげ，それらが資本制社会においてどのようなS1山で充たされるのか，充たされなV、のかとぃう辦実袖鹿を深く杉? 
討していないとい，点にfcる。ン ； ;

. それ吵表• , クガンに対Lていうベきことは， 爾の前掸は資本制社^ で充たされつづけることはなv、。ことに， 

資本家が生途部門の拡大のために迫加生座财を多傲に需袈しつづけるということは，永絲しえない。もし，これが睜滞 

もしくは停止すれば生座-財部l"Jで過剰生産がひき起されると。」いうことである，とv、われる，ゼ蓄掼論j 1 7 3 ,4 直） 

( 2 6 ) 高須贺義博f西生産表式分析j 102瓦  '
，32 {6 4 8 ) ~~ー~

そこでの特徴として注目されるのは，「均等的拡大pf生産」• 「不均等的拡大再生産」にづいて, 
もっぱらI * n部門の成長率が等しいか•どちらが高いかという点にのみ考察が集中し，それらにお 

いて生産と消費とがいかなる関連にあるのかという問題が全く無視されてしまづているひである。

このことは. 高須賀氏の表式利用における問題点と直接関係があ名。

そこでは，表式分析の諸前提による分析め鈿約(本稿第5項⑵）についての考慮がないうえ,表 

式利用r おいて, 資本制生産における問題の特徴• 制約を顯礅することなしに，種々の条件が自由 

に表式に導A され：Cぐるため，さまさ‘まの拡大が資本制生産において可能なものとしてしめされて 

しまう。n 部門がI 部門を上狍る成長率をつづけ，全体の珙長率が鈍してしまぅいわばn 部門の不 

均等的拡大の展開， I 部門の成長率がn 部門より嵩ぐともI - 門が闻じ成長率を2 年!!持すると成 

長率が均等化してしまう場合（これに対する批判はすでに，前稿⑵第2 節第4 項 (補) で行なった） 

等，：すべてが資本制生産のもとで可能な一つの型とされている。

こうしてしそこでは， I 部門の生産の消費からの「独立j , 消費による「制限』 という問題は， 

一切考察の対象とはならなくなってしまっている。

生産-と消費の矛盾（3 )

第 3 節固定資本の塡補 • 蓄積部分の転態と「(生産力不変）I 部門の不均等的拡大」

■ ■:

( 1 ) 本節では，再生産表式分析のしめす重要な問題の一つとして,固定資本の塡補と蓄積部分の 

転態をめぐる問題をとりあげる。

すでに第1 節 (前稿⑴）で指摘したように, 再生産表式分析は，社会的総資本の生産物の諸転態を 

媒介す名貨幣が価値どおりに「還流丄すること（= 販売と購買の分離せぬこと）が,再生産の重要な条 

件をなしており，し少こかってこの条件かみたされなければ，たとえ I ( v + m ) : H e ,  I ( v + m v + mk) 
=  n ( c + m c )の条件がみたされていたとしても，不均衡が不可避的であるということを明らかにし 

た。. また，. この貨幣r還流j は，固定資本の塡補と蓄積部門の転態においては，それら固有の特殊 

な諸前提のもとにはじめて可能となるので，C こにはとぐに，販売と購買との分離とそれによる不

均衡の生じる可能性の大きいことを明らかにしている。
(27)

ととろで，本節は，とのような固定資本の塡補の条件，蓄積部分の転態の条件,とそれらをめぐ 

る不均衡の可能性を指摘することそ, 自体を目的としたものではない。（それは，すでに別稿「姑大苒
_ _：___ . __ ___ ;__ j.____ . .__  . . . . . . .

注(27) 續本論j 第2 部第3 篇では，固走資本の塡補と蓄積部分の転旗の問題に言及した後に，この問題の所在をつぎの 

ように鋭く指摘している。

「••••••単に一方的な諸転態，すなわち一方では琳なる諸膪贸のひとかたi り, 他方では单なる諸販売のひとかたまt)
が行われるかぎり，一 - しかもすでに見たように，资本制的站礎上での年生産物の正常的転態はかかる一方的な姿態变 

■換を条件づけるのだが，一 均衡はただ, . 一方的諸購買の価値額と一方的諸販売の価値額とがー致するという仮® COも 
とでのみ現存する。商品生座が資本制的也産の一般的形態だという祺臾は，貨幣が流通手段としてばかりで，なく貨幣資 

木としてもそこで演ずる役割をすでに含み，正常的転態のための,したがって再生産蹲純な規模のか拡大された規 

校 の か を と わ ず の IE常的择過のための，資本制的虫途様式に独由な特定の訪条仲を生みだずのであるが, ' これらの 

条件はまた，，それと同数の，異常な経過anormale V erlaufの諸条件すなわち恐慌の可能性Moklichkeiten von Krisen 
に転恋する。 けだし，均衡は—— 資木制的生產の！::丨然発坐的姿態のもとでは一それ自身一つの偶然だからであるンj 
(Das K ap ita l,II, SS. 5 0 0 -5 0 1 .訳，II, 6 5 1頁)
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生産と消費の矛盾（3 >
生産にかんする表式分析」第一章で行なづている。）

本節の課題は，第 1 章 K 生産と消費の矛盾〉. と再生産表式分析」の一環として， この固定資本 

の塡袖と蓄積部分の転態の問題をとりあげ， ここに「(生産力不変） I 部門の不均等的拡大」を，急 

激に促進：深化させていく基盤のあることを指摘することである6
第 2 節では，生産物の諸転態を媒介する貨幣が価値どおりで「還流」するとと（= 販売と購買とが 

分離しないとと）を前提していたから, 各部門の投資需要は，m A + ( f - GF ) にひとしいものとされ, 
したがって「I 部門の不均等的拡大j もこのm A + (f—G F)==Gm A+cFという限定のもとで進展す 

るものとされていた。

本節では，この（非資本主義的) 前提をとりのぞいて，資本主義における固定資本塡補•蓄積部分 

の転態め特殊性のなかに，生産が消費との『照応」を破って• 「過度j に拡大する「j 部門の不均

等的拡大j を， 第 2 節でみた内容をさらにこえて—— 急激に促進させていく基盤のあること，

したがって，これによって〈生産と消費の矛盾〉の展開基盤が，第 2 節でみたものより一層強固な 

ものとなり，生産が「消費制限」のもとで「無制限的」拡大をとげていく余地がこれによってニ層 

大きくなるとと，を指摘しなければならない。それゆえ，本稿では固定資本の塡補の条件•蓄積部 

分の転態の条件の考察は，かかる問題の所在をしるうえに必要なかぎりにとどめ，不充分な点は， 

別稿の分析を参照してもらうこととする。

もちろん, 本論でみるように，固定資本の補 • 蓄積部分の転態をめぐり「I 部門の不均等的拡 

大j を急激に促進するという関係を根底において規定するのは，個別資本の投資行動として展開さ 

れる更新投資• 追加投資の運動であって,これら投資行動の分析は再生産表式分析の対象どするも 

のではない。したがってまた，これら投資の運動によって規定されつつ，固定資本の塡補と蓄積部 

分の転態の現実的運動のもとで， 「I 部門の不均等的拡大」がいかに促進されていくかというこi  
も，洱生産表式分析め範囲内で解明できるものではない。

それゅぇ，本節の考察は，•博生産表式分析に立脚して，問題の所在を確認し/問題の基本的把え 

方を明らがにするにとどまるものといわねばならなV、。しかしながら，固定資本の塡補.•蓄積部分 

の転態をめぐって生じる不均衡の問題は，それだけを切り離して，〈虫產と消費の矛盾〉の問題と 

無関係にとりあげられたり，あるいはそれは資本制生産固有の問題ではないと考えられたりする傾 

向があるので，現実的運勅の考察に先だって問題の所在を正しく確認しておくことは重要な意味を 

もつものである。

( 0 固定資本投資の不規則性を中心として産業循環を考察する立場は，すでにふれたッガンやシ 

' ユーピート宏̂ を代表的先駆者としているが，そこで独調されて“ る問題は，ここでとりあげる間

_ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _  . . . . . . . '
注（28) Tugan-Baranoweky, ibid., A. Spiethoff, Vorbemerkungen zu einer Theorie der Uborproduktion (Jahrbuch 

fiir Gesctzgebung, Vcrwaltung und Volkswirtschaft, 1902)，Krisen (im Handworterbuch der Staatswissen- 
schaften, 4. Aufl. Bd. 6, Jena 1 9 2 5 .)銥J:)敬 之 訳 嗜 気 理 論 -
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題領域に属するものといえる。それらの内容にっいては，産業循環過程をとりb げる後にふれるが, 
彼らはいずれも，この問題を，生産と消費の関速. 矛盾から，ほぼ完全に切り離してとりあげてい. 
■ると特徵づけられる。

こうした傾向は, この固定資本投資の不規則性を重視するその後の迨代景気理I▲においても，そ

の程度や内容の差はあれ，共通して指摘できる。 .(29) -
' ' '  . . * :  ̂ ^

(ロ) マルクス経済学の分野でも， 固定資本をめぐる問題を，く生産と消费の矛盾> との関連で把 

えるということは，いまなお明確になっていないと思われる。 、

すでに前稿⑴第1節 （n ) で言及したように，戦後わが国の再生産. ，恐慌をめぐる論議め過程で，

’ •固定資本塡補と蓄積部分の転態にかX>する問題が注目をひいていった。一方セは，マルクス力t未解 

決のまま残した拡大再生産における固牵資本の塡補の条件が，いわゆる「f > GF 5 g題」として活撥 

に論議され：̂&，他方それらの問題は，恐慌•産業循環分析においてしだいに重要な地位をしめる

： .ようになっていった。 一.(31)
しかしながら， rf > c F 問題j の論争では，掀大再生産における固定資本填補の条件それ自体を 

明らかにすることに論議が集中し，その条件をめぐづて生じる「离常な経過」をいかに把えるふと 

ル、うことはほとんど論議されなかったし, 他方，固定資本の填補や蓄積部分の転態をめぐって生じる 

販売と購買め分離の問題を恐慌論において重視しようとする論者にあっても，その問題がいかなる 

:内容の「異常な経過j をもたらすめか，そ の 「異常な経過」は. く生産と消费の矛盾〉との関途でい 

.かに把えるべきか，という肝心の点は必らずしも明らかになってはいないと思われる。

こゲしたことは，従来の再生産表式分析をめぐる諸論議に知;、て，本稿第2 節でとりあげた問題 

がほとんど議論されず* したがって披大苒生産における <生産と消費の矛盾〉の基本構造が明確に 

，されなかったことと密按な関連があると思われる。〈生産と消費の矛盾〉の菡本構造が明確にされ 

ていなかったからこそ，固定資本の塡補等をめぐっそ販売と購買の不一致が生じるとと,それを通 

じて拡大再生産の急膨脹が俾されることが強調されても，-かかる’拡大洱生產©急膨脹がく生産と消 

費の矛盾〉との関速でいかに把えるべきかというぐとが明確にならなかったものと思われる。

なお, 本節でも第2 節と同様生産力は不変とし, .資本の有機的構成固定資本と流動

不変資本の構成比吾，固定資本の回転如 剰余価値率备 はすべて不変と前提している。

. . . . ■  .. . • . . ' . .. ： . .

⑵本節の問題と関速して注意しておかねばならないのは，社会的総生産物の諸転態をめぐり， 

販売と購買の.分離が生じ，貨飨の価値どおりの1「還流j が阻書されるのは，本節でとりあげる問题 

についてのみではないということである。

~   ； ： ； = ： ■
注(29) G. Haberler, Prosperity and Depression, rev. ed., 1 9 5 8 .松本達治他訳喂気変動論j 第1 部 「景気循環理論の

体系的分析j 第3 章 「過剰投資説には，袈をえた整理がある。 、

( 3 0 > この論議にっいては，拙稿「拡大苒生産-過程にかんする表式分析j 第1 章，第1節を参照されたい。

( 3 1 ) ぐの論謎については，拙稿「恐慌理論にかんする一論点 —̂ 固̂ !資本の? ^ k鹿をめぐる諸論議について j (r三
⑴学会雑誌』第55卷第10号，1962年 10月号）を参照されたい。

なお，その後において固矩资本の塡補• 藉賴部分の転態をめぐって坐じる「不均衡」をく生産と消费の矛屈〉との関

速 で 把 え よ う と す る も の に ニ 瓶 敏 生 產 表 式 論 と 『内在的矛盾j の展開j (上）• (下）（法 大 *■経済志林j 第 31
卷第4 号，1963牟 . 第32卷第1 号，1964年)，「r過剩薪猜め内的播造』 と過剰生島(上) . （下）（P工業経営』1 4 卷
2 号, 15巻1 f ) があるが, そこでは，I . D部丨"J問における伽‘格の不均等な騰貴が媒介になゥており，本節よりもョ

リ具体的な諸契機が入っているので，後に言及することとする4 '



マぐズス''̂ 瓦、…̂ 孩这这猫舞蘇̂ ^/通辟̂^！̂ ^ ^ ^ ^ ; 發孩黛媒 ;̂ ば、

生産と消費の矛盾( 3 )

第 1 節の第1 表 （前搞⑴35貢〉から明らかなよう.に, 資本家の消費にむけられる剰余k 値部分m k  
(ナこだし第i 表では単純得生産ゆえ. m > においても，努働者の消費にむけられる部分V においても， 

それらが貨幣形態をとって消費者の手に渡った後，ただちに消費するために支出さ;fx, この年度に 

生産された消費手段の購賀にあてられるという保証は全くない。資本家O 消費にむげられるm k に 

ついては，一人当りの額が巨額であるだけに，ある期間貯えられる可能性は大きい。また勞_ 者の 

V 部分は，その大い_ が労働者の再生産費用によって規定されているだけ•に,それらは毎日毎日の 

労働者の生活のために支出されねは*ならないという特徴をもっているのではあるが，しかしそこで 

も，朱業や病気等にそなえての貯えは行なわれるし，それらの一入当り額は少ないとしても，同一 

方向での累積があれば，それはv 部分をめぐる転態において, 販売と購買の分離をひきおこす，大 

きな影響をあたえるといわねばならない。

しかしながら，固定資本の塡補や蓄積部分の転態をめぐる販売と購買の分離の間題が，個別資本 

の投資行動のもとで，一定の法則性をもって現われ，資本制的拡大再生庫に対し，一定め発展の方 

向をあたえるものであるのに反し，資本家や労働者の貯蓄と消費の動向は，理論的にその傾向を検 

出できないような個別的. 偶然的な要因によって変化するものである。したがって,理論的考察を 

こころみるここでは，考察の対象とはしなかった。

ただし，現実分析においては，m k，v 部分をめぐる販売と購買の分離の動向とそれが拡大再生産
におよぼす影響に注目しなければならない。 ’

とくに，今世紀に入ってからのように，各種の耐久消費手段が広汎に出現してくると，耐久消費 

手段の現実の購入とそのための貯寧との時間的分離が生じる可能性が強まるし,新しい種類の耐久 

消費手段の出現や品質の改良を契機に；ある時油に消費支出が集中する傾向も生じることになる。 

そこには，一面，本節でとり扱う固定資本をめぐる問題と類似した問題がふぐまれている。さらに 

また，耐久消費手段の広汎なる出現と调連して，各種のいわゆる消費者金融が行なわれ,所得を上 

廻る購買が制度的に促進されるようになれば，とれは消費者の購買と，貯蓄との分離を強め，m k， 
v をめぐる転]i にさらに一層大きな影響をあたえることとなる。

他方，税金め徴収と，その税金を源泉とする財政支出による各種生産物の購入は，拡大再生産に, 
対して大きな影響をおよぼすものとなっていぐ。

これ.らは理論的にも考察すべき重要な問題であるので，独占段階•国家独占資本主義段階を考察 

する場合にその理論的検討を予定している。

( I )

I 固定資本の填補の特殊性.とそめ条件

⑴労働手段の価値は漸次的に生産物に移転していくが, 労働手段そのもはそれが磨损し•そ
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の価値全部が移転し終るまでは，何回もの労働過程にわたってそのまま機能しつづける。漸次的に 

生産物に移転された価値部分は，虫産物の跛売を通じ七貨幣形態をとり， 「貨幣形態での磨損伽値 

部分の塡補Ersate des VerschleiBwertteils in G eldform jが部分的に行なわれてぃぐのであ‘が 

これはさしあたりは貨幣形態のまま償却甚金として積立でられる。 労働手段が磨損し終った時をd
1咚じめて，こ:め償却菡金は一括して労働手段め現物更新のために投下され， 「現物での固定資本の

.

塡 補 E rsatz舶8 fixeh Kapitals in Natum」が行なわれることふなる’
(33)

それゆえ，.個別資本にあっては，一方的販売と-一方的購買どの分離はまさに必然である。ひとた 

び固定資本が投下されると, 労働手段の耐久期間のあぃた'は，その価値移転部分==f 部分につぃ十 

購買なき販売一方的販売が行なわれるのみであり，他方，耐久期間が終り.労働手段が磨损した時に 

は，それまで積立てられてきた償却基金を一括投下して労働手段の更新が行なわれ，ここに販売な 

き大量的購買ニ大量的な一方的購買が出現する。（労働手段が磨損し終っ た年に，その年の価値移転部分 

' の販売によづて得た貨辩が現物更新のために利用されるとすれば，厳密には販売をはるかに上_ る大量的購買

とぃうことになる。） .、' ■ ■.
このように，個別資本におぃX は，一方的販売と一方的購買とq 分離はまさに必然的であるが, 丨 

しかしながら，社会的総資本の再生産におぃては， I 部門, n 部門，ぃずれにあっても，部門全体 

としての貨幣的塡補f  = 一方的販売の學額と，現物更新cF : — 方的購買の総額とが一致する必要 

がある。これらが一致しなければ，総需要と総供給との乖離による攪乱が避けられない'd

⑵単純再生虚においては, 固定資本の貨幣的塡補総額が現物更新総額に一致するための条件ゆ， 

マルクスか明らかにしたように，労働手段の年齢（これまでに労働手段を使用し，その伽値移転を行なら 

た年数）の理想的配分によってみたされる。

すなわち，労働手段の而>)•用年数が1 0 年とすると，部門全体の労働手段が，年齢の異なる等量の‘ 
1 0 ヶの群からなりたってぃるならば, 当該部門の投下固定資本総額の1 0 % ずつが毎年m 年’，順次 

現物形態で愼補されることとなる。このような前提のもとでは，当該部門の価値移転f の総額もま 

た，侮年毎年投下固定総額の1 0 % セあるから，現物更新による一方的購買の総額と，価値移転部

分にあたる一方的販売の総額とは，つねに一致することとなる。
1. ... . . . . . . . : .. ， ' . 、■ ■ • ; : ン’ ... . ，- . . .  ' '

⑶拡大抨也座にあっては，労働手段の年齢!構成が理想的状態にあると仮定したとしても，なお 

かつ年々の俯値移転総額= 一方的販売総額は，現物更新総額= 一方的購貿総額を上廻る必然性をも 

ってぃる。ぃわゆる「f > GJ^問題」の必然性である。

，拡大洱生座では, 新投資された固定資本は年々i o % ずつの俩値移転をはじめるので，投下固矩
.丨 - _ ■一 — .— — — — ... .,；    ； .. 

注(32) K, Marx, Das K ap ita l,II, S. 4 5 7 .訳，1ん 5 9 1貢6 
(33) a* a, O., S. 4 6 2 .訳, I I ,的8 瓦
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19,279 
1,928 

( C ) 1,210 
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資本グループ

A

D
E
F
G
H
I
J

A f
B'
C,

投下総固定資本額F  
価 値 移 転 総 額 f  
現 物 5 1新 総 額 gF 

f —gF = cF
注 レ （t + 1 )期末以降は，投下固定資本のグループ名のみをしめし,各グループの投下固定資本額と価値移転額を略した

が，これは左欄の（t ) 期末のものにひとしい。 j- 
注 2. A TはA の現物更新した1 ,0 0 0に，t 期末に新投資された1 ,5 9 3が加わったことをしめす。B'，び…… も同様の 

ことをしめす。

注 3. f —GF = c F は，一方的購買の不足額:=必驳とされる追加的固定資本形成額をしめす,
注 4 . これは，年々の部門全体のf が一定不変（= ここでは1 0 % )の拡大再生鹿—— したがって「均等的拡大再生 

産j のもとで可能となる。部門全体のF およびf は年々同じ一矩率= 1 0 % で増大。 .
労® 乎段の年齢が（A)グループ- >(B)—(C )->と若くなるにつれて，その投下固矩資本額も同じ一定率= 1 0 % で増大9 

これは现物觅新が( A )グループ- >(B)->(C)—と移るにつれて，gFも年々この一定事=  10%で増大することを意味する, 
上のことより，ここでは投下総固定資本額のうち现物51新されるものの比率| も， も一定不变である。

したがってまたf も一矩不変，c F も苹々10% で増大する，
注 5. 本表は，馊倉三子雄氏 r産業循潔論j 別莨の考え方にもとづいて作製したものである。

注( 3 4 ) この「f > o F 問題j は，J . シュタインドルやE . ド一マーによって注目され，明確に指摘されたちのである。

J : シュタインドルは，「成丧経済での生翅な特徴は，必要な睽換额がつねに減価償却分より小さいことである。これ 

は，資本財産出高が成较ずる結衆である. 蹬換額, すなわち，減耗してその年に經換きれなければならない資木锏は， 
h 年前の資本財逾出萵にひとしい。滅価股却は，過去n 印-間における資本財の乎均虛出高（または，粗資本ので 

あり，. それはかならず跋換領より大きくなる。」(J. Steindl, Maturity and Stagnation in American Capitalism, 1952, 
営崎狻ー他訳》•アメリカ資本虫栽の成熟と停滞j 2 3 7裒）と，训題の所在を指摘してい名。
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. 生産と消费の矛盾（3)
資本F の増大に比例して，価値移転f 総額= 一方的販売総額は増大"していく。ところが，この新し

い労働手段は1 0 年間は全く現物更新される必要がないので，F の増加• f の増加にもかかわらず,
g F の方は増加することはない。それゆえ労働手段の理想的状態（第4 表参照）を前提してみても，

ある年の現物更新の方は， 1 0 年以前に更新されたものと新投資されたものの合計であるから，そ

の後年々あらたに労働手段に対する新投資が行なわれ，F 額総，. f 総額が増大している以上,ある

年の g F は不可避的に黑= f より下廻ることとなる。こうして「f > G F jは不可^^的である。
1 0  (34)

第4 表拡大西生産における固定資本の年齢構成の、理想的状態

生産と消費の矛盾(3 )
それゆえ，拡大W生産では，労働手段の年齢構成の理想的状態のもとでも，年齢，f> 'GFMこより 

一方尚購買の不足が木可避的であるから，一方的販売と一方的購買の一致のためには， f と g f の 

差額分だけ，労働手段に対する一方的購買の追加= 追加的固定資本形成c F が行なわれなければな 

らない。過去の「価値的塡補」によって積立てられていた償却基金のうち当面不要なものが労働手 

段の追加的購買のために投下ざれたとすれば，これは， f とg F との差額をうめる追加的固定資本形 

成 OFを行なうものとして機能する。 このような償却基金の転用によって，毎年 f どg F の差額分 

たけ c !Pか行なわれる場合にのみ，一方的販売.と一方的購買の一致が実現する.こととなる。.
もちろん，この場合，個別資本家はf とg F の差額をうめあわそうとして償却基金の投下をする 

わけではない。f が g F を上廻り，f とg F の差額にあたるc F が必要であるというようなごとは本 

来個別資本によって認識され苓ものでは毛頭ないし，したがってf と g F の差_ をうめあわせトう 

というような個別資本の行為は本来存在するはずもないのである。

しかし，個別資本は生库能力拡方への衝動が強いところでは，剰余価値より積立てた蓄積蕋金に 

よって現実的蓄積を行なうのみではなく，当面不要の債却基金をも利用して生産能力の拡大を行な 

おうとす令^ ，信用はそれを「蓄蔵貨幣としてではなく資本として> とはいえその所有者の手では 

なくその利用者たる他の資本家たちの手で，機能する」のを助けるのであ令。そしてこれは，個別 

資本にとっては生産規模拡大として行なわれるとしても，苒生産の諸関連$ おいては，結果的に， • 
f とg F との差額をうめる• 労働手段に対する一方的購買という特殊な機能:= c F の機能をはたす 

ことになるのである。

なお, この追加的固定資本形成c F は m F と合体して固定資本に対する新投資となり，これはF  
: r : i の資本構成比:"Cもってmr，m v と組みあわされ，再生産の拡大を実現していく。したがって 

「f > u F 問題」を考慮にいれると，拡大洱生産における部門間均衡の条件には，CF :m F :m r :m vの 

比率が一定であることが加えられる。これは, 年々の当該部門の{ 一定， m ゐ増加率一定，

一定のほかに> ------■定という前提のもとで可能となるのであり，こ の ' ^■ 一 定

とい5 条件は第4 表のごとく「均等的拡大再生産」のもとでのみ可能である。したがって，「f > c F  
問題」を考慮にいれれば，部門間均衡の条件が年々みたされるためには「均等的拡大再生産，が必

E . トーマ一も，しの問題をョ.リ明確に指摘している。E. D. Domar, Essays in the Theory of Economic Growth, 
..1957，. 宇野健吾■訳 p経済成長の理論j の第7 章。' (ただし，The.Economic..Journal, V o l.63,195^,に発表されたもの 

の収録。）もっとも，. ドーマ一は，この間題が1948年にソヴィエトのA. I. ノトキンによってマルクスにまであとづけ 
られて説明されていることを注記している。 • .

注(35) 「固定資本のうち, か上うに貨幣に転形されたこの部分（固定資本の価値的填補部分= 揿却恶金—— 井村）は,事業 

を拡張するため，または機械を改皮してその効染を塌進するために役立ちうる。かくして早かれ晚かれ西屯産が，しか 

も一 一 社会の立場から考察すれば一一拡大された规横での洱生座が行われる丄（Das kap ita l,D , S. 166 .訳，II, 221 
貢）もちろん， は剰余伽值の芮転化たる蓄精岑は與なるので両洛■を区別しなければならないが，これば也座過程で 

機能する固宠資本♦労働手段を拡大し，ョリ大なる规模で生産物価値. 剰余価値の生産を行な5 ので，この®丨では_樹 

と同じ機能をはたす。 . • パ

(36) K. Marx, Das K apital,II, S. 1 7 7 .訳，II, 234 H ,
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现故- •ルav;艾界四 y炎 び v̂xs1 \ ，ン，u__ y じ—1•ぐ一• t 分、,“；之 々 ぐ メ へ ボ マ ^ ^ ^ ，スタ ^ ^ 似 ”艰 说 .取 、.抑 ，ダら^̂ 咬T线 織 ; ^ よ* ぬ!y

,

'

3, 

E
F
G
.

 HI
JABC
D

37
.3
,

D

 E

 -
F

 G

 

.
t
t 

I

 .

J

 A

 B

 c

4
 
3
 

Q

 
3
 

3
 
9
 
0
 
9
 9
 
5

0-
5

s
 
1
1 
1

\//\



生産と消費の矛盾( 3 )

要どなる。 ^
それゆえ，拡大苒生産においては，第 2 節第3 項でみた「均等的拡木W生産J の価値的•素材的 

填補の諸条件がみたされているほかに，労働手段の年齢の理想的配分のもとで，年 々 が  

一定不変となり，かつこの f - G F にあたるc F が償却迤金より投下されていくという条件がみた 

されて, はじめて， 「均衡j が完全に維持されていぐことになる。そしてかかる条件下ゼは,償却 

基金より年々増加するc F が投下されていく.としても，償却S 金稹立残高は,それだけ減少すると 

はいえ，年々不変の雀ま維持されていくこととなる。 ， ，

, (以上のヨリくわしい説明は，拙 稿 「拡大再生産過程にかんする表内分析j (前出）を参照された

い。) . ■
「償却基金j 以外の蓄蔵貨幣が生產拡大のために投下される場合にも， f > G F のもとでは，かか 

' る c F としてめ機能をはたすことになる。現実には，こうしたことも少なくないであろう。しがし 

ながら，社会的総資本の苒生産の条件を明らかとする苒生產表式分析では，まず，年々必要とされ 

る一方的購買のための貨幣が，拡大再生産の進展それ自体のなかから供給されることがいかにして 

可能かということを明らかにずる必要があるので，ここでは一芯これを償却基金のみに限定する必 

荽がある。

n 蓄積部分の転態め特殊性とそめ条件 

すでにくり返し強調してきたように/固定資本は原材料に投下される流動的不変資本や労働力 

に投下される可変資本とは異なって，何回もの生産過程のあいだ機能しつづける労働手段に対し 

て，まえもって一括投下されねばならない。しかもこの固定資本の大いさは，生産力発展にともな

い，労働手段が改良され• 精緻化され• 体系的なものとして完備されていぐ過程で，増大.していく- .  • ： . . . . . . .
傾向にある。したがって，個別資本のもとで「実現された乘彳余価値は，資本化される窖ではあっそ 

も，しばしば幾つもの循環の反復によって初めて，現実に追加資本として機能しうる……大きさに

:達することができる（だからそれまで積立てておかれねばならない) oJ
' (37)

こうして，個別資本は一定の期間は, 剰余価値のうち蓄積を予定した部分m A を販売によづて 

貨幣に;転化し， これを蓄積趣金‘ 「潜在的貨幣資本」として積立てておくのであり，これが現_ 的 

著積のために必要な「一定の最小限の大いさj に達した後にはじめて, この蓄糖S 金を労働手段‘，(38)
原材料, 労働力に投下して現実的莕積を行なうのである。？: の蒂稹站金の積立てに専念するあV、だ 

は,自己の生産物m A の一方的販売= 購買なき販売が行なわれ，他方，興_ 的蓄辯を行なう際にほ労 

働手段等に対する大蛩的な一方的購買GmAニ販売なき卿賀（驾期の販売によって得た貨幣を用いる場合 

には,，販売をはるかに上廻る驊貿〉が行なわれる。

それゆえ，個別資本にあっては，この戍をめぐり販売と購買との分離はまさに必然的であるが,.

洼(37〉 K, Marx, Das K apital,II, SS. 73〜4 . 訳, I I , 103 頁. 
(38) a. a. 0.，S. 78. M,  I I , 109 琢，

40(娜 ）
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しかしながら, 社会全体としては，販売総額m A と購買総額G m A とが一致することが拡大西生 

產の条件である。 ； ,
部門全体として—方的販売総額m A = —方的購買総額G m Aが可能とな令ためtこは，売争とし 

てやみ登場し，販売によって得た貨幣を蓄積韹金として積立てようとする資本家グループと，買手 

としてのみ登場し，現突的蓄積のために生産手段• 追加労働力を購入する資本家グループがあり， 

前者の一*方的販売総額と後者の一方的塒買総額とがー致する必要がある。

(このことのためには，有機的構成• 剰余価値率. 蓄積率一定の条件とともに，積立て1年目のグ 

ループ. 2 年目のグループ…•‘•積立て完了のグル一プ，が理想的構成をもって存在してV、ること，

そのもとでもな*?年々生じる現実的蓄積の不足分を，短期積立てグループによる現実的蓄積によっ 

て補うこと，が必要となるが，くわしい点は前掲拙稿「拡大再生摩にかんする表式分析」を参照さ 

れたい。）

m m
以上では，固定資本の塡補の条件と，蓄積部分の転態の条件とを別々にわけて考察し，その条件 

が宁ヤみ た されるためには，穷輝)手段の年齢構成の理想的状態等の諸前提が必要であることを指摘 

した。しかし，これら条件を長期的,にみたすための諸前提を欠いていても，一時期においてはそれ 

ら条件•がみたされる。

固定資本塡補については，（f - G F ) が不可避的であり， ( f - a P ) の分だけ穷働手段に対する追加 

投資が必要'となるわけであるが，これは償却-遊金からではなく，蓄積基金からの追加投資であって

も，一時的にはよい。他方, 蓄積部分の転態についても，GmAが償却基金による追加投資によって
.. •

代行されても，一時的にはよい。つまり，II部門についていえば/ 現物更新の他に，( f —GF)+mA  
■の合計額だ'け，追加投資が行なわれれば， I ( v + m v4-mk) — D(c-f-me) における転態の条件がみチこ 

されるのであって，その.追加投資の源泉が，償却基•金であるか• 菩積蕋金であるかは，問題とはた: 
らない。（ただし，(f -  gP)+ m A = cF/ + cm A とV う条件が長期にわたって年々みたされていくためには，す 

でにみたような労働手段の年齢構成の理想的配分等の諸前提が必要になるのである。)
したがって，固:定資本の塡柳の条件と蓄續部分の転態の条件とは合体して，（f —GF)+mA==cF* 

+ G m Aとなるといえる。現実においても，後にみるように, 償却基金の転用による追加©資と蒂 

積基金による追加投資とは合体して現われるので, この点は前もづて指摘しておく必要があろう。

. なお, 現物更新と追加投資とについては，その合計がn 部門よりの一方的購買をなすのであり，し 

たがって，n  (g F + c F + g it iA )  =  H ( f + m A )となれば, 一方的購買= 一方的販売は実現する。しかし 

ながら，この n  (G F +c^+G m A ) - n  ( f+ m A > がみたされても, g F とc F の比率が一定の値をと 

らないなちば，I F . I r 部門とn 部門との間の部門間均衡の条# はみたされない。一一この問題の導 

入は, あまりに煩雑とするので，本節ではほとんど言及しないが，現実的変動については一定の意味

一— 4 i (6d/ ) ：— - ,
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生産と消費の矛盾 （3) ■

をもっているのセ，一応指摘のみしておく „  ( f - - c F )をうめあわせるc F は固定資本のみに対する 

追加投資であるので，これは原材料• 労働力への追加投資と合体されねばならないため，g F とcF  
との比率が変化すれば，H部門よりのI 部門に対す1る需要総額が一定であっても，I F 部門，I r 部 

門に対する需要額が変化するからである。（「均等的拡大再生産j のもとで^ - 1 不変という'ことがあ 

らゆる均衡のために要請されるゆえんである6〉それゆえ，（f —G P H m A ^ cF ’ +G m Aという条件も，gF  
と e F の比率が均衡をみたすものであることをふくんでいる。

償却塞金による追加投資が. （f i F ) を上廻るならば，それは本来のc F の機能= f とg Fの差額 

をうめるための• 労働手段に対する一方的購買という機能をはたすものではない。（f 一 6F) を上廻 

る分は，労働手段，原材料, 労働力すベて丨こ对する追加投資である。それゆえ，（f —gF) をこえて 

償却基金が投入された場合，̂:れを cF > (f—g F )と表現するのは理論的に間違いであるし，gF+cF  
+cm F=f+m F .という形でcF > (f—g F )の場合の可能性もふくめそ，償却基金による旁働手段購 

入量と蓄積による労働手段購入量を合計する表現も，間違いである。

それゆえ，上のような場合については，c F 'とすることによって，特殊な機能のみをはたすcF 
と区別した。

' (n )

以上，再生産表式分析を通じて明らかとなった固定資本の塡補の特殊性とその条件，蓄積部分め

転態の特殊性とその条件について，つぎの諸点を注目する必要がある。 ’

以上の諸問題をめぐり，一方的販売と一方的購買め量的不一致販売と購貿の分離）が生c るこ

とゆ，商品市場における「不均衡」•..社会的総資本の洱生産の卜異常な轾過」.をもたら子が，ここ

で考えねばならない問題はこの「不均衡」• 「異常な経過」の内容である。
： (40)

( 1 ) この問題についてまず確認しなければならないのは，ここで坐じる「不均衡」が，投資需要 

(更新投資+ 新投資）による一方的購買たるG F +cF' +  G m Aめ総額と，当該部門の一方的販売たる 

f  +  m A の総額との骓離によるもめであるということである。そこでは，社会全体として需要総額

と供給総額との乘離が生じているのである。したがって，それは， I ( v + m v屮m k )= n (c + m c) と

   ：     ：---
注( 3 9 ) この点，前掲拙稿「拡大W 也產にかんする表式分析j 1 1 9〜1 2 3 頁，および16 0〜1 6 2 頁を参照されたい。 ノ 

( 4 0 ) マルクスは（注2 7 )の文で，一方的購買と一方的販売の一•致のための諸条件が，「異常な絰過の諸条件すなわち恐 

慌の可能性に転変するj というが，そこでは両者の不一致によって生じるところの「異常な経過j とは/生産物の需給 
の不一執ニ不均衡として把えら'れていたと理解されるa
また，ここに「恐慌の可能性jを指摘しているのは，マルクスが「恐慌の一般的な抽象的な可能性allgemeine, abstrakte 
Moglichkeit von K risejとみなした商品流通そめものにふくまれる「膪贸と販売との分離j (K. Marx, Mehrwert, U,  
S. 5 1 0 .訳，26-11, 689 H ) が，これらの丨1 _ をめぐって，坩なる商品流通‘そのものにふくまれている内容よりも「内 

容規定の拡大」(a. a. 0., S. 5 1 1 .訳，6 9 0頁）をもって現れることに‘なるという意味であろうa したがって,「恐慌め 

可能性J は，一力的腿’’(と一方的̂ 売の分離そのものにおいて把えられているといえよう。 ::
しかしなから，ここで坐じる一力的ft賴と一方的販売の不一致の問題は，收ヒ上の点のみではなく， 木文でのベるよ 

1 な1? 夸$ ゼ1.、て 「與常な経過」をひきおこすというぐとを輯識することが肝心であるし，恐慌との関迚も,本節での 
ベるような内容に糾、て位蹬づけなければならなV、ものと思う，この点，くわしくは，次稿⑷（本認, 10/J切 の rあ 

とがきj を参照されたい。
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してしめされる部門間均衡条件がすべてみたされているもとでもなおかつ生じる「不均衡」であって， 

社会全体における需要総額= 販売総額のもとで資本• 労働の部門間配分の誤差から生じる「不均 

衡j とは全く質を異にするのである。 たとえば， I F ，n 部門間において，部門間で転態されるべ 

き生産物が：n ( f + h iF ) = I F ( v  +  mv +  m k )の条件をみたすように生産されていたとしても，n 部門 

において，投資需要n (GF+cF^ +  G m F)がこの n ( f + m F )を超過すれば，n (G F + cF，+GmF)：>*IF 
( v + m v屮m k )が生じ，I F 部門の虫産物たる労働手段の供給不足• 価格騰貴が银じるn I F 部門で 

の （v+ m Y + m k )= (G V + G m v+ G m k )を仮定すると，消費手段のI F 部門への販売に'クいては,蕾 

給一致でありうる。（ただし，どこでぼ労働手段の価格騰貴により， n 部門の資本が投下した貨幣の一部は 

「還流j しないということが生じる。もっとも，価格騰貴によってI F 部門の利潤率が上昇し, D部門への消費 

需要がマーI F 部門の | の上昇を考えにいれなくとも，■—- 増大することもありうる。）反対に> 1 1 部P iの， 

投資需要がD ( f + m F )を下廻れば， H (f + m F ) = I F ( v + m v + m k )であるにもかかわらず， I F 部 

門における生缉物過剰が生じるし，さらにとのI F 部門の一部販売不能により， I F 部門のn 部門 

に対する需要が減少し， II部H の消費手段自体も供給過剰におちいらざるをえない。 - 
価格メ力ニズムは，ここでは，この「不均衡」をもたらした原因たるn (6 F + c F ，+ G m A )g n (f+ n iA )  

自体に対してはなんの調節作用ももってはいないのであり，ただこの商品市場において現象する「本 

均衡」に対して作角する（たとえば超過需要に対してはI F 部門を拡大させる）のみであって，このごとは 

後にみるように，かえって問題の根源たる一方的購買と一方的販売との乖離を倍加させていくよう 

作用していぐことになるのである。したがって，社会的総生産物の部門間配分の誤差に起因する「不
,

均衡」が，資本•労働の移動によって不断に均衡化されるなかで，問題そのものが解消していくのと
. . .

は，厳に区別されなければならない。 '
それゆえ，ここでの問題について，商品市場にあらわれる需給不一致ニ「不均衡」という現象而

のみに目をうばわれ，こめ需給不一致に対して生産を拡大. 縮小させる価格メ力ニズムの作用を，

不断の均衡化作用と同一視してしまうことはきわめて大きな誤りである.。一一このことは，かかる

誤りをもつ宇野弘蔵氏らの見解を検討• 批判する（補) でョリ明らセとなろう。

なお，本稿では「不均衡」を市場における商品価値実現における「不均衡j = 商品の需給不一致ヒ 

限定してきだが，そのことはここでも必要*かつ有意義であろう。一般には，ここでの一方的購賀と. 
ー方的販売の示ー致(0卩+0デ+«11八6 ( 1  + 泔八) それ自体をもバ不均衡_)とよぴ，この「不均衡Jは価 

格メカニズムでは解消されえないというようにいわれているが, しかし. 「不均衡J をこのように用 

いると,価格メカニズムが一方的購買と一方的販売の不一致という根源的間題を調節し解消する 

:， ことは決してできないということと，価格メ力ニズムが商品市場で現象する「不均衡J に対しでは 

作用を及ぽし，それがかえって上の問題を深化させるということとを， 別でき‘ない結果となる。 1

⑵ . 固矩資本の填補• 蓄積部分の転態をめぐって生じる販売と購質の不一致• それによる「不均 : 
衡j についそ，つぎfc注言すべき，ヨリ进喪な問题は，これが，つぎの諸関係を湛礎に生じている問

‘ . 生産と消費の矛盾( 3 )

43(^59)



生遊と消赀の矛盾（3)
: 題であるということである。

: すなわち，資本制坐産においそ，労働手段の更新，生産規模の拡大が，個別資本のもとでの固定

：,； 資本の伽値的填補= 償却.鉴金積立て‘ とその投下，剰余価値の実現= 蓄積基金積立て• と そ の 投 下 , 、

: とい‘う行為を通じて行なわれてV、き，この投下の方（= 現物更新• 追加的固定資本形成• 現実的蓄積〉は，

! ' 過虫丨こ積立てられた償却基‘ 》蓄積基金を栽礎として，諸資本間競争のもどでの個別資本の投資行

. . ’ 動どして展開され, したがってそれは当年の一方的販売部分( f + r a A )の動向から独立して•自由 

ト な展開をとげていくということである。

h  とこで問題としている「不均衡j は，かかる関係にもとづぐものであるから，それは商品生産一

：A • 般にみられる「不断に均衡化」される . 「不断の不均衡j のようなものではなく，資本の投資行動 

：'■■ によラて規定づけられ，それ固有の必然性と• それ固有の大量性とをもって生じるものである。し

丨’ ‘ たがって，ここではたんに, 資本 • 労働の部門間配分上での「不断の不均衡」の可能性があるので

は決して知い。- •S各. ; . , -■ • - '  -
h' ⑶ところで，本節冒頭で強調したように，固定資本の塡補• 器積部分の転態については,それ
り *
‘ . ちをめぐって一方的購買と一方的販売とのi不一致 • それによる「不均衡」が生じることを確認するに 

‘ とどまることなく， これら問題Q なかに, 「I 部門の不均等的拡大」を一一第2 節でみた内容をこ

; えて—— 急激に • 産業資本の能力の限界ぎりぎりまで.*促進せしめていく莶盤があるというごとを

'‘ . 認識することが肝心なのである。⑵でみたような関係を基礎に，投資需要として現われる一方的購
>：■ •■： . - * . .

買が当年の一方的販売より独立して，急激に拡大していきうるということのなかに， 「j 部門の不 

均等的拡大」を一挙に促進させていく基盤があるということ，第 2 節で強調したように， 「I 部門 

■, の不均等的拡大j はぐ主産と消費の矛盾〉の屈開の基本構造ともいうべきものであるから，これら 

は, 生産が労働者大衆の「消費制限j にもかかわらず「無制限的拡大j をとげていく基盤を一層強 

、 化していくということ, く生産と消費の矛盾〉が 「I 部門の不均等的拡大」という基本構造をもっ

卜 X 展開していく-趣盤を一層強化していくということ"~ ~ ■を認識することが肝要なのである。

’  さらにまた，かかる「I 部門の不均等的拡大j の急激なる拡大• 深化については，この拡大•深

い. 化が過去に積立てられた償却基金. 蓄積基金のある時期g おける大量的投入に支えられたもので卷

匕 る以上，そこには，この「不均等的拡大J の進展自体が，偾却签•金•蓄積菡金によって制約されざ

るをえないという問題があることを認識しなければならないのである。

この r ! 部門の不均等的拡大」に対する制限の問題は，第 2 節の論理段階ではなお対象となりえ 

, なかったものである。

4, *• * * *
レ{ ⑶で措摘した問題はきわめて重翦なものであるが, これらの問題の充分なる考察は，

U: ことでの論理段階では不可能である。現物更新• 新投資(追加的固定資本形成ふくむ) の運 ；.r.'ifブ- . . . . .  < -
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生産と消費の矛盾( 3 ) '
動が，諸資本間の競争，生産力め向上，市場の諸条件，信用の諸条件のもとでいかに進 

展していぐかというととは，表式分析の解明しぅるものではないから， これら運動と 

f  • m A の動向によって，一方的販売と 一:^的購買との不一致がいかに惹起され,それ 

にょって「I 部r jの不均等的拡大」の進展がいかに規定されていくかということも，表 

式分析め領域内において解明できるものではない。それらめ解明は，表式分析と投資行 

動にかんする分析とを結合したうえではじめて可能となるのであって，それは後の章に 

ゆずらざるを.えない。,.、

しかしながら，固定資本の塡補の特殊性.蓄稹部分の転態の特殊性をめぐってある種 

の販売と購買の不一致が生じたとす.ると，その場合，それが社会的総資本の拡大再生産 

をいかに規制るか,.そこにはどのような問題がふぐまれているか，ということは表式 

分析によってのみ解明しうるものであるし，,「I 部門の不均等:的拡大」の現実的運動の 

分析に先把って考察しておくべき問題でるン し
. . . . . . : . 圓 \

レたがって，つぎに，以上の分析と，別稿で行なった投資行動の分析とにもとづいて
(41) -

資本制生産のもとで起りうを事態を一応想定し，それが社会的総資本の再生産にいかな 

る影響をお却ぼし，そとにいかなる問輝がふくまれているかということを指摘する。以 

下での想定の妥当性やそのくわしい内容は，固定資本の塡補や蓄積の現実的運動過程を 

‘ 考察する後の章で明らかとなろうン

また，一方的販売 <  一方的購買の出現は，生産部門間における価格の不均等な騰貴を媒 

介として，「I 部門の不均等的拡大」を惹起するのであるから，ここでめ利潤率格差は，

I (i y 部門を中心とした不均等的拡大の一つの源泉になる。あるいはまた，. この場合，表 

式分析のしめすように，次年度の拡大は，「余剰生産手段」の大いさによって規定され 

ているので，I w 部門の^ • の上拜は，一時的にはn 部門の生產手段の不足の低  

下をもたらす。（もっとも現実では，一定の生産設備のもとでも，その過度利用により， 

—定脑囲では生産額を増加することができるという寒•情によって,かかる事態は緩和さ 

■れるのであるが。）一しかしながら，ここでは，これらの諸変動を対象とせず，それら 

を媒介としてすすむ拡大苒生產の方向とそこにふくまれている問題の所在を指摘するに 

とどめる。 ■
なお，ネ:節では，蓄積菡金，償却金による生産拡大につ i 、ては，自らの猜立てたも 

のを利用する場合以外に，他の資本の手によって利用される場合をもふくめて考えセい 

る。そのかぎりで，信用が前提されているが，しかし，生産拡大の資金街!泉は，あくま 

でも，， 稂邀金， 用对能な愤却站金に限定し，それ以外の源泉による貸付資本の供給 

注⑷）袖稿「设資行動k かんする々 ルクス紐論」⑴ （前出）および⑵学会雜能 j 第62卷始6 号, 1 咖年 6只
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坐産と消費の矛盾( 3 )
• ' や, 商業信用の問題は度外視している。このように, 問題を純粋に把えることは，ここ 

での問題点を明確にするために必要であるばかりではなく，信用の問題を考えるうえに 

も，必要であろうo
，信用との関連は別個に考察を予定している。

⑷まず固定資本の瑰物更新について。

資本制生産にあっては，ある部門の労働手段が（I ) でみたような理想的年齢構成をとり，年  々

規則的に,投下総固定資本のうちの一定部分の現物更新が行なわれていぐようにするメ力ニズムは 

全 .ぐ存在していない。そればかりか，ある一時期に現物更新が集中して行なわれる傾向が強い。.
投資行動にかんする別稿で明らかにしたように，労働手段の更新におたり資本家はできうるかぎ 

り労働半段の改良を行なおうとするし, 新しL、労働手段がひとたび導入されると，資本家間競争のも 

とで，新しい労働手段の導入が強制されていくめで，旧労働手段のr道徳的磨損」をともないつつ.
現物更新はある時期に集中ずる傾向が強い。他方，この過程で新投貧による新生産方法の導入も促 

. 進されるが，このことは，労働手段の年齢構成のアンバランス化を強め，次の吏新期においても更 

新の集中をもたらす一因となる。 . ' ■
現物更新が一時期に集中して行なわれるとすると，f > G F ではなく，反対に f < G F となる。

「均等的拡大再生産J の進行中であると仮定し，いまn 部門でかかるf < G F が圭じたとすると，

部門に対する超過需要が生じ，これはまずI F 部門のみの不均等なる拡大を促進する。‘
JK

IF

この I F 都 門 の .の上昇は，つぎの2 点においてとくに注Hすべき内容をもっている。

第一に，現物更新の運動は自部門に対する需要のp 向から独立して行なわれるものであるから， 

JK.この I F 部門の K の上界は，n 部門に対する需要増大率上昇によって惹起されたものではなく，

J3部門の市場の動向から独立して生じたものであるということで'ある。

市場が停滞的である不況期にかえって「特別剰余価値♦利潤」をもとめるための新生産方法の導• 
入 • 普及が行なわれ，それをめぐって，早期更新をふくめて更新投資の集中的展開がみられること 

は，すでに別稿で指摘したところである。 丨

それゆえ，これは消費との関速. n 部門の生産との関速をこえて, i f 部門の投下総資本= 生産 

能力を急激に拡大するよう作用するし，しかもこれは，n 部門での吏新投資の集中的展開がつづく 

かぎり, 持続していく。ここで惹起されたi f 部門の の上畀は，さらにそれをめぐってI 部

門内の諸部門の市場の拡大• f  .の上昇を相互促進的にうみだし，i p 部門の急膨脹に支えられた

「I 部門の不均等的拡大j の展開をうみだすこととなる。
-  • t

ここでは伽格メ力ニズムは， I F 部門の生産物におけ冬超過需要を契機に，上のような方向での 

拡大を促進する作用をはたすのみで, o P の f よりの超過丨:1体を調節する機能を全くもっていない 

ことはいうまでもない。 ’
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第:=1に，このように現物更新の集中的展開によってfくgf が生じるということは，必らぜそ 

の以後においてg F が絶対的に減少し，o F が f をはるかに下廻る状態が出現せざるをえないとい 

うことを意味している。労働手段の耐用年数を1 0 年間とすれはV その部門のある年以降のi o 年 

間における更新総額は，過去 10年間に投下された固定資本総額にひとしい—— 「道徳的磨損」があ 

れぱ投下固定資本総額よりこれを控除した額にひとしい—— めであり，しかも，この総額は,その 

同期間におけるf 総額よりも不可避的に下廻るのである，それゆえ, f < GF という状態は， 1 0年 

，のうちの一時期においてしか存続しえないし， ある時期にfくg F で、あるということは，その以後 

において， f < c F の程度を上廻るところのf > GF が不可避的に出現するということを意味してい 

るので多る。

それゆえ，ある一時期においてのみ出現するところのfくg F によって，I F 部門の投下総資本の 

増大 •.生産能力の増大が行なわれたのであるから，現物更新の衰退とともに， c F が急増するか， 

G m Aの急増によってG m Fが m F をはるかに上廻るかしないかぎり， I F 部M の供給過剩はさけ 

られない。 •
しかもこの場合，I F 部Mはn 部門のf を上廻るg F に対応して生産能力を拡張したのであるか 

ら，n 部門において必要となる労働手段投資のうめあわせは， ( f —g F )では•なく,従来の高い水準 

にあった現物更新と減退した現物更新との差額である。さらにまた，一定期間，n 部門でfくg F が 

つづき， Iが部門の急激なる拡大が促進される過程で，n 部門の梂大率上昇が多少なりとも促され 

たとすると，これは，n 部門の:r の増加率をヨリー廇上昇させるめで，これはこれでまた，必要と 

する労働手段投資のうめあわせ額を増加させ•る。こめ問題は，1(1)部門内で現物更新の同時集中が 

生じた場合には，きわめて大きな問題となる。

(5) 追加投資について

(イ） すでに注意したように，個別資本は, f と gf との差額をうめあわすために労働手段の一方 

:的購買を行なう必舉があるごとを感知しているわけではない6 個別資本が償却莲金をもって追加投 

資を行なおうとするのは，生産能力拡大への衝動が強いためであり，そのかぎりにおいプである。

こうして追加投資のために投下された償却遊金が/ ただ結果的に（f ~ GF)をうめあわす追加的固定 

資本形成 c F という特殊な機能をはたすことになるのである。’
それゆえ，f > G F の状態のもとで（f - c F ) だけの c F を行なわせ，G F + c F = fという固宠資本 

塡補の条件をみたすようにするメ力ニズ、ムは資本制生/塞にあっては全く存在しないのである。そし 

て，この侦却越金による追加投資は，’大抵の場合は蓄積签金に，よって行なわれる追加投資を補完す 

るものとして，それと合体して行なわれるのである。‘とぐにこれら菡金が信用機関を通じて他の資 

本家の手で追加投琴されるところでは，両者の別は全ぐ消失してしまう。との追加捭資において

*— 47 (663) ''-------
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も，資本制生産では，この追加投資をして，当年の f + m A に一致.せしめるようなメカニズムは全 

く存在しない。生産能力拡大への衝動が強ければ，個別諸資本は，蓄積越金のほかに当面不用な償
却基金, さらには可能なかぎりの借入れをもって追加投資を実現しようとするので，部H 全体とし 

て，c F '4-c m A X f - gF )+ m A が不可避的に生じる。反対に，拡大衡動が弱ければ，（f - “G F)+m Aに 

あたる追加投資は期待できない。 また， 拡大衡動がたとえ強くとも， 資本の、不足により，cF / 4- 
GmA<C(f—gF )+ m A が余儀なくされること，もある‘

(ロ） 追加投資需要たるcF’ +  GmAが， （f —GF) +  m Aをこえて行なわれるならば，これは r I 部 

門の不均等的拡大j を 一 第 2 節でみたより以上に—— 急激に促進• 強化させるよう作用する。，

ある部門で（f —G F )+ m A を上廻る追加投資需要が生じると，̂ :の超過分は，f ：r : v ではなく， 

F :r: v の比率で投下されるので，こ“ は I F 部門に対してとく iこ龆著な超過需要の創出•顕著な拡 

大への刺戟をもたらす。これは，（第2節で f - c F = c F ,  m A = om Aという仮定のもとでみた） 上昇、 

t 上昇が「I 部門の不均等的拡大」 を惹起し，持続きせていくのと類似した関係をうみだす。 

(第2 節の前提のもとでは普 の上昇はf の低下を生むので， II部門に対しては，m vによる需要増大効 

果と，m kによる需要低下効果とがあったが，ことでは後者は必らずしもふくまれない。なお， この場合，各Air
部門に：feける価格のアンバランスな騰貴• 利潤率の格差の発生といラm m , 一時的にはn 部門のf 上昇が不 

能となるという問題等が生じるが，これらはここではとわない。）i f 部 門 の の 上 界 を 契 '機として， 

i d ) 部門の諸留’們の内部転態の相互促進的拡大= i ( i ) 部,門の諸部門の{ の上昇が展開し，「I 部 

門の不均等的拡大j の展開がすすんでいき，それを通じて，消費も，n 部門も「あとについて」•不 

均等にではあるが拡大する。

• かかる「I 部門の不均等的拡大j の肢開過程では，市場の急速なる拡大傾向• 高利潤率のもとで, 
個別資本は，自己の蓄積雄金. 当面不要な償却基金はもちろん，信用による借入れも可能なかぎり 

行ない，自己の資本力の許すかぎりのぎりぎりまで生産能力を拡大しようとする。

個別資本は，労働手段の磨損度の低い（現物更新が遠い）場合はもちろん，当面不要な償却基金を 

追加投資に利用するが，これのみにとどまらず，市場の急速なる拡大傾向•高利潤率のつづぐとこ 

ろでは，磨損がすすみ現物更新を近くに控えた資本も， 情の許すかぎり，償却®金積立てをもっ 

て生産能力拡大を爽現しようとする。ここでは，個別資本は更新期においては既存設備の廃棄を覺 

悟したうえでも，ともかく当面の間は生産能力を倍増させようとする。ごれは,いわば先取りした 

形で現物更新が行なわれるという内容でもあるが，しかし当面のとこ6 は生產能力を倍増させると 

I 、う効染をもった追加投資として现われるといえよう。もっとも努働手段体系を複数機能させてい 

るg 大規模の資本では，総資本のうち，労働手段ー增位の觅新投資のしめる比重が低いめで,かか 

る形で憤却趣金を追加投資にむけても, 現物觅新期には他の投下資本分からの蓄稹趣金•償却趣

— 4 8 (6 6 4 )
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金，•借入れによっ:"C現物更新をなしうる有利性がある。ともあれ,かかる形での追加投資がす士む 

とぃうこ^:は，過去に積立てられた蓄積基金• 償却甚金を利用しつぐして， 「I 部鬥の不均等的拡 

大J の急激なる進展をよびおこしてぃぐうえに大きな役割を演じる。 -
そして冬れは現物更新期になっても更新されない部分= 既存設備の廃棄をうむかぎりで，その個 

別資本では生産能力.め半減が生じるが，社会全体としては，平 の低下は，I F 部巧の生産:物たる 

労働手段のうち現存固定設備能力の維持（= 現物更新）に利用される部分の比重低下，固定設備麁-. ノ — ， . • , ■ . . . . .
力の拡張にむけられる部分の比重上昇を意味するので，冬の他の個別諸資本による追加投資が維続 

的に脊なわれるかぎり，生産能力低下には決してならなぃ。一般的には，一定の I F 部門の生産能 

力のもとで， が低くなってぃ;h>ばぃるほど，労働手段のうち生産能力拡大にむ紆られる比重が
' '  ベゾ，-. . : . , . : . -  ' :

咼まり，I T ' の上昇の可能性が倍加される'のである。一 なお現実には.労働手段め磨損とぃっ
. . . . . .  - ,  ,  圓 . ， .

ても, ある程度の幅があるので，個別資本は，更新期に達した固定設備を，修理費の増大の負担を 

おっても，可能なかぎり利角し，廃棄をできるかぎり延期しようとするのである。

以上のような過程におぃて，n 部門で積立てられた蓄積基金• 償却基金が直接その資本家の手で， 

あるぃは信用を媒介として， I 部門へ投下される傾向も強力にすすむ。

それゆえ，この過程は，過去に積立てられた蓄積甚金. 償却基金を急速に追加投資^ :むかわせ , 
追加投資需要が( f - G P ) + m A を上廻る状態= I F 部門を中心とした超過需要が創出される状態を 

持続させていくこととなるし，このことがまたI F 部門を中心とし十こ「I 部M の不均等的拡大」を 

累積的なものとしていくよう作用するのである。こうして, ( g P + g h iA )：̂ - —GF) +  m A と，IF  ^  
門を中心とする不均等的拡大とは相互に促進しつつ, 「r 部門の不均等的拡大」の累進的•持続的 

展開をうみだ‘ ていくこととなる。 •

注( 4 2 ) 従来（「債去！破金の転用i;こよる再生産規模の拡大j’ につぃては，それが「原則的に」‘あるいは長期的に可能である 

かどうかとぃうことを中心に論じられ，偾却基金を継続的に追加投資にまわしても，当初一定期問は洱生産規換を急速 

に拡張できても，一定期間後はかかる効架は生じえないことが独調されている。（久留間鮫造*■資本の蓄積と固定資本 

の償去啤金j (rマルクス恐慌論研究ん所収)，林直道r景気循環の研究j 第2篇第6 章)。これらにおぃては,償却驻金 

による「姑張 1̂効果』j —— いわゆる「ルフチ• p —マン効果」̂_ _ の強調は，蓄積源枭が剰余価値のみであるごとを瞹 

昧にするという立場から，その効果の限界• その意味の限定性が強調されている。とくに林氏はこの拡大は「通常の意 

味での拡張再生產とは全然異なり, 固定資本特，の価値のニffi存在，<ニ重人格》性にその根拠をもつ特殊な現象j と . 
され，rこれを一般的に拡張再生産（カツコなしの）と呼ふ*ことはできない」（3 3 0頁）といい,乎均よりも古い機械で 

出费すれば* 偾却选金p 投下は反対にW生産を縮小させる例をあげ，この「拡張 f•効果j j を一般化してみることは誤 
りでると街丨調される。

しかしながら，「撳却技:鲞による洱也産規模の拡大j の卜_ につぃては，まず固定資本の特殊性ビもとづい'"C傾:却蓝金 

が追加投資にむけられ$ 令こと，それによって, 一方的販売を上廻るづ方的購興の出現が生じ, .「I 部門の不均等的拡 

大Jが急激に促進されることに注0 すること—— むしろそめ「拡張T効染J J に注0 子ることが丨:心なのである。循環的 

' 変動をもってずすむ資本制组產り分析では，たとえそれが一定の捭内でのものであっても, このことがc I 部門cp不均 

等的拡大」の促進にはたす料;—の大きいことにまず注目すべきである。

なお，これは, 価値め資本べのw転化i しでの盩猜とは，K的に明_ と区がされねばならたぃが, しかし,生途 
過程に機能する資本を梢大させ*. _ •値• 剰余価値の生虐の規横を拡大させる萌では萦软と同じ作用をもづ。本鶴では, 
とれらを一括して迫加投資• 姑大两尘座-として把え，かかる同一而をみている6 であるが, とのこと也決して，成大 
W坐産の瀨枭の差を無祝していることを意味しないレ ：
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‘ ここ’でも，価格メ力ェズムは上のような拡大を促すよう作用するのみゼあづて, c F '+ d m A をし

て ( f —G F )+ iiiA に合致させる調節作用をはたすわけでは毛頭ない。

■ : ■ .- ■ 、'.>■..;.
1 V

. . .  . . . . . . • •  ■
(ハ） ところで，このような過程の進展において，資金面からの制約が生じることを見逃してはな 

らない。

過去に稹立てられた蓄積基金や償却莶金をもって，（f 一G F)+m Aを上廼る追加投資を行なってい

くことは, 早晩木可能とならざるをえない。
- . .  ' _ • . ; • • • ' - ■ •

もちろん，追加投資の活潑なる展開は， f + m A の累進的な増加をもたらすし，とこでは生産物 

の販売上の困難はないので，‘ f + m A が貨幣化され, 蓄積基金• 償却基4 の形成は，年々累進的に• 
増加する。第 2 節で強調したように， 「I 部門の不均等的拡大j は，社会全体としての「余剰生産' 
手段j の 「余剰率」を年々上辟させていくので，( j ~ — ~  ~ る警を一定不変とす ;Kば)  
f + m A 部分はその増大率を上昇させでいくのである。このことが，キれ设前め積立ての投入とと 

もに，追加投資の急速なる蛣続的増木を可能とする基礎をなしていることは明らかである。、 

しかしながら，このことは，上のような事態の発生を否定するもので化ない。’単純化のため，個 

別資本のもとにある小額の各種基金ぼすベて倡'用機関に集中し，一部の個別資本の手によって投下 

されると彼定する。また，現物更新は同年度の生産物販売による「価値的塡補j を一切加！えるこど 

なしfc行なわれると前提する。価格騰貴による作用は度外視ずる。

以上めような「I 部門の不均等的拡大j の急激な名発展過程では,過去から積立てられてきだ蓄 

積基金 • 偾却盛金は急速に逍加投資にむけられ，cF rH-GmA>(f—g P ) - f m A がつづく:のであるから， 

早晚蓄積基金• 償却基金のほとんどが利用されつくしてしまい, 次年度の追加疫資のため’の資本は， 

最高限をとってみ't も，今年度の生産物販売をM l：て貨幣化されたf + m A より,次年麁の規物更 

、新に必要な額を控除した残余のみになるという時点が出現する。—— •これはもちろん,個別資本の 

積立てた基金がすべて信用機関に集中し一部資本によって投下されるという極端汝前提のもとでの 

極限状態である。 .
現物更新をふくめてみれば，これは，次年度Q投資需要総額（現物更新十追加投資) が,最高限を 

とってみても，今年度の f + m A の貨幣化された額に限矩ざれてし逢うどいう状態セあるん 

かかる状態では，次年度現物更新に必要とされる額も, また追加投資のための食本も,.社会全体 

としてみれば，今年度に貨幣化されたfH -m Aより供給されると考とられよう《たとえば, かりr  
次年度に現物更新をするある資本家が偾却鉴金のすべてを追加投資にあてるごとなく積立てており， 

今年度の「価値的塡補j によって, 偾却匙命積立てを完了したとしても, かかる状態では,信用機 

関に崁けられたこれら銮金ほすベて他の•資法家によちて投下されてしまづているのであって，社会 

全体としてみれば，この資本家の償:却趣金はかかる状態にいたる苒生產O急膨脹を支えたのであり,
w—  50 (從の一一
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次年度に彼が引出して更新投資fこあてるのは，今年度の社会全体の生産物販売を通じて貨幣化され 

たものというととになる。現物更新の一部を借入れによって行なう場合も,かかる状態ではそれが 

今年度の社会全体の生産物販売を通じで貨幣化されたものであることに梦りはない。追加投資〖こお 

いても同様めことがいえる。 、 パ

以上のような過去の積立てが利用しつくざれる状態にいたると，社会全体として一^ I 部旳 • n  
部門めいずれであるか， あるいは両者ともであるかはともかぐとして一^ G F + c ^ + G m k くf + m A  
の出現が余儀なくされる。「I 部門の不均等的拡大j の急激なる進展をみているこごセは，f + n iA  
は年々その上昇率を高め，その絶対額は加速度的に増大していくのであるがら;かかる状態にいた 

るとくそとでは, 前年度の f + n i A の貨幣化さ；a た額に限定された投資需要総額が，今年度の脸売. 
総額 f + l i i A を下孢るという琪態が不可避的に出現するからセ毛るンかかる_ ：態がた卜えば 

で生ずることとなれぼ，すでに指摘したように, 正部門を中心に生産物供給過剰が生じ,それに 

より I F 部内よりのn 部門への需要減少.1消費手段め供給過剰が余儀たぐされる。 .
の上昇率が急速セ，f  +  m A 部分の増加率が高ければ高いだけ，そこセは以上の状態がヨブ 

深刻な内容をとって現われる。 「I 部門の不均等的拡大j の進展は「余剰生産手段」の「余剰率」の 

土昇， の上昇を促すほか，前に指摘した-• め低下によ っ て の上昇を促すので、， 力v 
がる状態の出瑰ずる時点で:は，；f + m A 部分め増加率は上昇’をとげている。

なお，以上においては，かかる制約の不可避的なことを単純に;しめすために，諸個剠資本の蓄積 

基金 • 償却蕋金のすべてが信用機関に集中し，一部資本家によって投資されていくこと，したがっ 

て，過去の翁立てが利用されつくした状態セ、は, ある年度のf + m A の貨幣化された額のすべてが, 
ある一部資本家により次年度投資されうるとと一を想定した。つまり，社会のすべてめ積立金がV 

最大限に利用されう’るセ想定して, なお，そこに制約があるご$ 耷レめした。もちろん，かかる 

想定は種<々 の非現実的要素をふくんでいる。諸個剠資本はある程度は自らの手許に積立基金をお 

く。とくに，巨額な固定資本投資をふくむ更新投資. '追加投資を行なうにあたっては，個別資本は 

自身の積立ての比率• 借入れ依存度や利子率を考慮しなければならないので,..上のような社会全体 

としての限界状況に近づく過程一一個別諸資本が自己の資本の可能なかぎり追加投資を行なってい 

った過程で, 個別資本自体の更新投資• 追加投資における資本面からの制約という問題を,.とくに 

利子率（利潤率との関連での利子率）との関係で考える必要がある。これらは“上の限界状況より 

以前に，同じ資本面からめ制約が，しかし他の要因と絡みあった複雑な現象形態をとって現われる 

ことがあることを示唆している。

i ；がし，他面，）現実では，' 貸付けは以上のような蓄積菡金• 償却基金のみに限定されないし,商 

業信用も存在ずるので, 以上のよう^:限界状態が生じても,とれは決してそのまま投資の制約とし 

ては规衫れないという問題がある。この問題は信用を考察する別稿の課鹿であるが，ただし,信用
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の考察にあっても，再生産過程に直接基礎をおいた蓄積恶金• 償却基金の積立てとその投下には， 

以上のような急激なるr I 部門の不均等的拡大j の促進という問題と，その資本面からの制約とい 

う問題が内在していることを認識することが肝心である。

それゆえ，第 3 節では，固定資本の塡補• 蓄積部分の転態のなかに， 「I 部門の不均等的拡大j 
を急激に姑張させていく基盤のあること，しかしながらこのことは同時に他面では，⑷の更新投資 

0 変動による混乱や，M ロ)でみた資本面からの制約という問題を内包しているということ，を明ら 

かにしたのではあるが，この資本面からの制約をもって，ただちに「I 部門の不均等的拡大j の終 

.焉を語るこ.とは許されない。

上の諸点のほかに，すでにしばしば注意したように，第 3節ではなお，諸資本間の競爭のもとで 

展開される更新投資• 追加投資の連動が考察されていないこt , 両者の運動の関連と両者の総体的 

把握もなされていないことを，第 3 節の論理段階における限界として指摘しなければならない。

藷資本間の競争と信用のもとで，個別資本の投資行動がいかに展開し，更新投資と追加投資がい 

かに絡みあいつつ進展していくのか，それによって「I 部門の不均等的拡大j がいかに急激に促進 

され，その過程で第3 節で確認した制約の問題と第2 節で確認した制約の問題と，これまでではな 

おしめされていない諸問題とがいかに結びついて， 「I 部門の不均等的拡大j の発展に終焉をもた 

らすのか，……これらは，第 I 章の分析をふまえたうえで,.さらにヨリ具体的論理段階に分祈をす 

すめることによってはじめて可能となるのである。

( 6 ) 最後に強調しなければならないきわめて重要な点は，以上の問題は，一見したところ，耐久 

的な労働手段の特殊性そのものから生じる超歴史的な，技f 的困難によるものであるかにみえるが，’ 
しかし，それはあくまでも資本- 生産固有の関係であり，資本计^生産ゆえに生じるものであるとい 

うことである。 '
すこしかに, . 労働手段が長期間機能しつづけ，したがって，耐用年数の終った時にのみ新しい労働手 

段と置き換えればよいということ，しかしその時には一挙に耐久的設備が必要であるというこどは， 

生産力の発展により巨大な労働手段体系の出現したところではいかなる経済体制においても共通し 

てみられることである。あるいはまた，再生産の拡大が大規模な努働手段体系の新設匱によっては 

じめて実現されるということも，巨大な労働手段体系による生途が行なわれるかぎり，経済体制の 

いかんにかかわらず不可避的なことである。

しかしながら，資本制的商品生産として洱生産の維持• 拡大が行なわれること*ここからつぎの 

ような特殊な関係が生じること。—— 労働手段に投下された固定資本価値が年々部分的に生産物販 

売を通じて貨幣形態をとり，個別資本のもとに、個別資本の自由になる偾却_ 金として稹立てられ 

るということ。搾取にもとづいで剩余価値が生座され，その一部が拡大博也產のために，個別資本
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のもとj■こ#積基金として稹立てられるということ。そして, 删資本による更新投資，追加投資と 

して，現物更新や生産能力拡大が実現され，これら投資の運動は，当年度に坐産され•販売される 

ぺき f  • it tA 部分の動向から全く独立した，自由な展開をとげ，これらの運動が社会全体の拡大苒 

生産のもり方を規定していくというとと。_ こ5 したととは，資本制生産以外では決してみられ 

ないところの• あくまでも資本制生産固有の関係である。 ：

社会主義許画経済であれば，いつ.どれだけの労働手段め現物更新が必要であり，いつ.どれだ

けの生産能力拡大を行なうかという計画と計算にもとづいて，各年における各部門の生産と消費が

計_ 的に遂行されていぐのである。そこでももちろん,各年において現物更新の必要量の変動があ

，ろうし，生産能力拡大の集中的な実現の必要も生じるであろう。それらは，あらかじめ遂行してい

くべき各部門の坐産と消費の計画を複雑にするであろうが, そこでの困難は計画遂行上のいわぱ技.
術的困難である。そして，そこでは,現物更新の必要量や生産能力拡大のための新設労働手段の必

要量が年によって変動するとしX も，あらかじめ計画的に生産し，一時期ストックすることを通じ

て，調節していくことが奵能であるし，あるいは，長期計画的に資材• 労働の部門間配分を変更さ. 
せていくことも可能である。 .

それゆ又，具体的にみても，たとえば，ある時期に大量の現物更新の需要があった場合，この更 

新投資需要に対応してたたちに' i f 部門が急激に膨脹をとげ，、それを中心にr j 部門の木均等的披 

大j か促進されていき，その後更新投資が減少すれば，急膨脹したI F 部門は應大なる生產能力過 

剰をかか又，新投資需:要の急上得によってうめあわされない以上，生産物過剰がさけられないとい 

うような_ 態はまさに資本主義生産固有めものであることが明らかである。

かかる事情について，マルクスは再生産表式分析において，つぎのよ うな鋭い洞察を加えている。

「科生産の資本制的形態を別とすれば，事態は次ぎのこと一 二 す な わち，固定資本（ここでは消 

費手段の生産において機能するそれ）のうち死滅しつつある.したがって現物で塡補されるべ含.
部分の大いさは年々のように変動する，ということに婦着する。' もしそれが，ある年に（人間の場 

合のように平均死亡率を超えて）非常に大きいならば，つぎの年にはきっとそれだけ少い。だから 

といって，消費手段の年々の生産に必要な原料.半製品およぴ祯助材料の分量は一 一 他の事情を不 

- 唆と时提すれば一̂一減少しない。だから生產手段の総生産は，一方の場合には増加し，他方の場合 

には減少しなければならぬであろう。その救済はただ，たえざる相対的過剰生産_ •すなわち.一 

. 万では直接の必翦以上に生逾される特定分量の固定資本，他方では殊に，直接の年次的必要をこえ 

る原料など(特に生活手段）の在荷ー~~によってのみ可能である。この種の過剰生産は，社会がふ

H 崎 ？？轉 啊 神 f 料 押 す ？̂
は一の無政府的翦素である。」

(43)■それゆえ，たとえば必要とされる現物更新の減少が:生じた：̂合, . r j はその屯產を縮小せねばなら 

ぬか一一このことはそれに携わる労働:者と資本家にとって恐慌を意味する.一それとも過剰なも

注(43) K.  Marx,  Das Kapi t al , II, S. 473‘ .訳，II, 6 1 4 - 5  艮
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のを提供するか一これもまた恐德を意味する，—— である。そや皁呼セV不ネや ’ や孕f J t f寧罕

ではなくて利益であ令、だが. 資本制的生産においては害學、である》J という。
' (44) . . . . . . . .

V ぐ . ： ' ： ' . ' . .  . . . '  .
生産拡大についても, 同様であって，⑶でみたような事態が資本制生産固有のものであるごとは， 

説明するまで'もないであろう。

こめようにみてくると，本節でみた問題が耐久がJな労働手段の特殊性そのものによる超歴史的な 

もめでは決してなく，資本制生産固有のものであることがあまりにも明らかである。また，この間 

題はたしがに，資本主義に固有な固定資本の塡補•萘積部分の転態の運動の特殊性から生じるもの 

であり, そみ意味では，第 2 節でみた問題と質を異にする而もあるのではあるが,しがしこの問題 

もそめ根瀨は> 資本制生産では生産能力の拡大が消費の増大を目的として行なわれないこと，拡大 

した生産能力を消費の増大を生み出す基盤として活用しつつ，生産能力の拡大に照応して消費を増 

大させ't；いく メカニズムがないこと，にあるのであって, この意味では，こめ問题も第2 節でみた 

問題も，その根源を同じくする同じ質のものといわねばならない》

(補） ' ■. ■ ■- .-
宇野弘蔵氏や宇野氏の理論を継承する人々は，第 3 節でとりあげた問題の所在を全く認識されて 

いないため，宇野氏らでは, この問題は資本蓄稹•恐慌理論研究丨こおいてなんの位置もしめないこ 

ととなっている。第 3 節 の （補）として，この問題についての宇野氏らの見解をとりあげ，この問， 

題に対する無理解• 無視が宇野氏らの餐本蓄積の分析に大きな限界をうみだす•重要な一因となって. 
いることを指摘しておきたい。

固定資本の塡補• 蓄積部分の転態をめぐ？•諸論議に対するつぎの批判に’は，宇野理論をとる人  々

のこの問題に対する誤解と謬見が端的に反映されているの,で，長文をいとわず引用する。

「"■.•第 1 に，それらはいずれも表式論により複雑な諸条件をもちこむことによって，均衡成立 

のための条件をより狭小にするものにほかならないが，しかしそれ以上のものではな（、。たしかに，' 
マルクスが均衡を説明するために設け.ているかんたんな条件や事例に，より複雑な制約条件を付加 

すれば，均衡辟立の可能性が減少し，不均衡の可te性が増大十る*それはほかならぬ表式を複雑に 

しようとするこころみ自身から生ずる帰結なのであって，そのいみでは不均衡の拡大はいわば自明 

のことといってもいい。しかし，現実にはもっと無限に寧雑な条件がありながを令，. や^ ニサ？レ 

て不断の坪慌をひきおこすものフないこと宇考えてもすぐわかるように，いぐら表式を複雑にして 

みても，それ力、ら決宠的な不均衡が必然になる.とv、う論証はでてきようがないのである。

第二に，表式を複雑化ずることにより，たとえ不均衡の発生を説明できるとしても，その不均衡 

の性質が問題である。もちろん，このばあい考えられている条件のなかには固矩資本の償却兹金や 

蓄積鉴金といづた，商品経済に特有な袈因もふくまれているV その点では，この不均衡に商品経济 

に特有な形態沾特徴が本られないわけセは蚣いが，しかし不均衡の要因そのものは. • 品緙済，，し

生産と消費の矛盾（3 )
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たかって資本家的商品経済特有のものとはいえなレ、。というのは表式を複雑化するために禅人され 

た, たとえば固定資本の回転という条件は，固定設備のために生産手段が—:時的ヒ$ 量に投ぜられ， 

それによって生産される生産物が漸次的にうみだされるという，いわば超疼史的に存在十る事態に, 
すぎない。したがって. こういう事態によって社会的勞備配分の困難が大きくなるのは,>•々 いう

举令ぞf や 务 ケ V.、孥枣吵ネ甲すぎ令v.、。•— j (引用文中の傍点は井村5 •
, .■- ぐ. ' : ' . . '  . - / . ■ ' , ,■ . / ■丨1 ^

1 第一^の点にみられる寧見については，本論（n ) ( 6 )でのべたことが直接の批判となるの で こ こ で  

は第一の点のみに言及する。

① ま ず ，ここでは？本稿. 42〜 3 頁で注意した學りがそのまま現われてL、るのが注目される。

前稿⑴第1節（m ですでに指摘したように, _ 野弘薄圬はいたるところで，「資本家的再生産過程 

の極めて複雑な関係は，一方ではかかる不均衡を来たす要因を増加すると共に，また他方ではその不 

均衡を均衡化する機概をも確立してく こと，拡大再生産において「その商品虫產的不勘淘の可能
; パ' . .

性か大きくなるということは，しかし資本主義がかかる不均衡を均衡化す機構か有し て いるという 

しとを杏定するものではな(ね6J ことを強調されているが, 宇野，氏の頭にある問題のすべては，「相異 

なる生産P 部門間の不均衡J であり，「常に価格の運動を通して調節されつつあるもの」である。

そし一, 固定資本の愼補•蓄稹部分の転態をめぐって生じ、る問題についても，それを，そこから 

坐じる需給不一致= 「不均衡」という現象面においてのみ艳え， そ の 「不均衡丄の問題を， 不断に 

，均衡化される「不均衡」と完全に混ifjj視してしまっているのである。それゆえにこふ宇野氏らは. 
そ の 「不均衡」に対して価格メ力ニズムが作用することが，本節でみたようなr J 部門の不均等的 

拡大』め方向に作用することを全く理解できないのであって,価格メ力ニズムの作用寸るこ知をも 

って，ただ単に「均衡化」のみを感知し,そこち問題の解消をみて安堵しているのである。

于野氏らか， 固宽資本の塡補• # 積部分の転態をめぐる問題が，価格メ,力ニズムによる「均衡 

f f c jによって解消していくとし，それゆえ，それらの問題を無視できると.いうのであれば,宇野氏 

らは，この問題の解消がM frづ 「學構」によって行なゎれるのかか稹 

.極的に論奪すべきはずである。筆者はかねてより，この「機構」を論証されるよ，もとめ:てきた 

が，, 現在までのところその説明はャ切ない。むしろ，. ②でみるような暴論が返ってくるだけであ 

る。 . .
，ノ . . . . . . . . . .  V ' ,

要するに, 宇野氏らは，再生産表式分祈のなかに一一社会的総資本の流通.再生産の領域のなか

に~ ヰ細格メ力ニズムによって不断に均衡化されるような「不均衡」以外の問題をなにーつ認識さ

. . . . . . 1 1 . . . . . .  . ■ ■-

注( 4 5 )大内私伊藤誠, 大内秀明「戦後に和ける研究のi 展」（恐慌論〉（噴本論講座i 靑木軎席, 竹 162〜3 良な;私 
. これに勹づいて第三の琿山もあげられているが，ここでの間鹿とは®:接関係ないので御格した9 
( 4 6 ) .宇好弘跋ィ恐慌論』6 1 H 。' '' パ ぃ： ' 1；
( 4 ? )间上, G1頁。 v '
( 4 8 ) 间上/  2 0 1質. , . .
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生産と消費の矛盾（3 )

れないのであるo ’
ついでながら指摘すれば, 宇跹氏らにおいては，本節でとりあげた問題はもちろん, 第 2 節でと 

りあげた問題ト第4 節でとりあげる問題はすべて認識されるところとはならない。したがって，く生 

産と消費め矛盾〉という問題は完全に欠落してしまっている。

②上幻文で 'は, 「現実にはもっと無限に複雜だ条件がありながらも，それがけっして不断の恐 

慌をひきおこすものでないこと」をひきあいにだして，固定資本の填補•蓄積部分の転態をめぐる

問題を無視する廸由にされているのであるが，かかる見解は全ぐの暴論というより他ない。
• . . . . .  .. • . ■ . . . .

r不断の恐慌」がけっして起らないからといって, . そのことは宇野氏らが考えられるように，価 

格メ 4 ニズムによって，これらの問題の調節•解消が行なわれてい名ことを意味するものでは決し 

てない。事態は全く逆なのである。第 2 節 . 第 3 節で強調してきたように，拡大再生産が「(生産 

力不変) I 部門の不均等的拡大j という内容をもって進展し， 固萣資本の塡補•蓄積部分の転態の 

なかにかかる:「不均等的拡大j を促進• 強化していく基盤があるからこそ， 「不断の恐慌j (不断の 

過剰生産というべきである）が生じるとともなしに，ある期間にわたって活潑なる拡大再生産の進展 

がみられるのである。

③ともあれ，宇野氏らが，本稿め第2 節 • 第 3 節でとりあげた問題を全く無視し，上のような 

見解をとっていられることは，再生産表式論に対する大きな誤りであるとともに，拡大再生産過程 

の把握を大きく誤らしめるものといわねばならない。

宇野氏らでは，再生産過程分析における価値分割. 部門分割視点は全く欠落してしまい，資本制 

的拡大再生産過程は, ただ単に有機的構成の高度化するもとでの蓄積と，有機的構成不変のもとで 

の蓄積（蓄積とともに労働力が吸引される蓄積）という分類のもとで考察されるのみである。それ 

ゆえ，好況 • 恐慌にいたる過程は「労働力の商品イ匕を枢軸として展開される過程」としてきわめて 

一商的に把握されていってしまうのである。 ，

かかる分析では，（く生産と消費の矛盾〉の問題が全く見失われているという点を一応おくとしても）拡大 

再生産が急激なる膨脹をとげる好況の加速度的進展のゆえんも，そのメカニズムも決して明らかに 

はならない。宇野氏の好況分析のなかに，「投機的買付」• 「投機的な生産の拡張」. 「投機的売麂」 

という概(禽がきわめて不明確なまま導入されざる.をえなかったのは決して偶然ではなV、。 しかし拡

大W生-産分析において，部門分割視点を全く欠落させ, く坐産と消費の矛盾〉の問題を一切とりい. . .
れない宇野氏においては，「投機的な生産の拡張J ということをいっても，「投機的」なるものをし

めす理論的菡準が本来ないはずである。この点については, 後の章でョリくわしくとりあげる。

なお，以上のような拡大再生産分析における宇野氏らの限界は，別稿でくわしく批判した資本蓄

積にかんする誤りと密接な関述をもっている•の‘セ，あわせて参照されたい。

注( 4 9 )间上，第一章/ I I I ,「投機的発肢と物価騰设J 
( 5 0 )前掲拙稿「投資行動にかんするマルクス理論j ⑵袖節 *'宇野理論の検討•批判j を参照されたい•
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南 北 問 題 の 新 展 _ と 再 反 省

• I)
- 国連第 2 次開発の 1 0 年をめぐる根本的再検討

深 海 博 明

1 . は じ め に

1 9 6 0年代は南北問題の時代であるといわれ， 国連は「開発の1 0年」と名づけ，全世界的にふ<
に北側先進国の貴任の認識において，低開発国の開発•発展さらには南北の発展格差解消の問題に 

( 2 ) . . ’ .
とり組んできた。

国速が設定した6 0 年代の主要な経済的自標は，発展途上諸国(developing countries)が 1 9 7 0年まで 

に最低年率5 % で成長するような条件を作り出すことであらたが, 皮肉にも，6 0 年代前半匕おいで 

は，5 0 年代よりも低い4. 5 % の成長率であり，こ の 「開発の1 0年j は挫折に終るか？ ないしは
( 4 ) ノ

失望の1 0年であると危惧されたわけであるが，6 0年代後半になって成長の加速化が生じ, 6 0 年代

注（1 ) 本稿は，拙稿の以下の諸論文i の密接な関連♦その展開の上に作成されている。

拙稿⑴「低_ 発国問題に関する最近の展開について—— 国連贸易開発会議をめぐる論議を中心として一一」r三田学 

会雑誌』1965年10月号。

拙稿⑵「低開発国の質易拡大め諸方策"一 日本経済研究センタ一南北問題コンフr レンスにおける論議にS づいて 
—— J *■三Ffl学会雑誌』1966年4 月号4 .
拙搞⑶「日本の経済協力の意義と理論j 山本登他ニ氏貴任編集『世異経済の新段階』（日本経済め現状と課®,第八 

集）卷秋社, 1966年。
, 拙稿⑷「低関発国問題への一つの驻本的視角一 経済援助の経済学の最近の展開を手がかりにして一一j f三田学会 

ぃ ’ 雑誌』1967年2 月号。

拙稿(5) 「低開発国経済発_ における対外接触の意義と効果j  «•三田学会雑誌j 1967年12月号，
拙稿( 6 ) 「経済援助の経済学の最近の展開についてパアジア研究j 1967年7 月，14卷2 号， ，

拙稿(7) 「アジア経済研究の一 ^ のこころみj ①〜⑧『世興経済j 1966年j 月号，8 月号，u 月号，1会月号，19抑年 

3 月号，6 月弩， 1968年 1月号，4 月号，

. 拙搞⑶「馆北問題‘解明の新方向の模索—— 援助と贸易に関する国際セミナ一報告*■世異経済評論j 1 9 6 9 ^ 7月
•#7*0
拙撤9) 「苋脔アジア開発の新課題—— タイを中心として—— j 『世異経済評論J 1970^ 6 月号。

( 2 ) この点に勹いては拙稿論文⑴を参照されたい。.
( 3 ) 本稿では，坪開発国という用語を用い，原文からの引用をのぞき，発彼途上訪国ないし開発途上諸国の用語は使用 

L ていない。これは全く筆者の趣味の問題である。

( 4 ) 挫折に終るかはバーパ9  • ワード，失绍の1的ミはプレビッッ;t f c よるo (Barbara Ward,"The Decado of Develop
ment—A Study in FruBtmtion?” in Tim Views on A id to Devehping Countries, I966. 山岡喜久毋• 鐘ケ杠彰訳. 
p低開発国援助論争j 多摩_ 店，1968年,）
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